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　本論文は，ブッシュ政権・オバマ政権期におけるアメリカの経済格差（所得・資産格差）拡大，
中間層の経済的衰退とそれに対するオバマ政権の中間層経済学について検討する．
　経済のグローバル化が進む中で，経済格差が国内外で拡大し，それへの対応が国際的・国内的
重要課題となっている．OECD は２₀１₅年 ₅ 月に，加盟₃₄ヵ国の所得格差に関する報告書を公表し
たが，それによれば人口の上位１₀％の富裕層と下位１₀％の貧困層を比較すると，OECD 諸国で₉.₆
倍に格差が拡がり，大半の国では格差は過去₃₀年で最大になっている1）．
　アメリカでもこの格差問題は相当深刻化してきており，同国における所得上位 １ ％の総所得の
シェア拡大を明らかにした，トマ・ピケティの著書『２１世紀の資本』の英語版2）が出版された時，
アメリカで熱狂的に受け入れられたことは，そのことの裏返しの証明である．ピケティとその共
同研究者サエズの研究は，クズネッツの逆 U 字型仮説を覆した3）点で大きな学問的貢献をしたこと
は間違いない．だが，彼らの研究には ₃ つの難点がある．第 １ に，所得上位 １ ％層に焦点を当て
１ ）　OECD（２₀１₅）， p. １₅.
２ ）　Piketty （２₀１₄）．
₃ ）　Piketty and Saez （２₀₀₇）．
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るあまり，経済格差の他方の極にある貧困層の分析が欠けている．第 ２ に，税務調査に基づく経
済格差拡大論となっているが，市場所得の世帯間格差を緩和するのは累進税制だけではない．今
日先進諸国はアメリカを含めて皆程度の差こそあれ福祉国家化しており，社会保障制度と税制を
大きな手段として所得再分配機能を果している．しかし，彼らの研究には，社会保障制度を通じ
た所得再分配機能の分析がない．第 ₃ に，彼らの研究は税制の累進性問題に焦点を当てているが，
課税ベースを侵食する租税支出の分析がない．租税支出もそれ自体再分配効果を持つので，経済
格差分析には不可欠の分析対象である．
　経済格差分析には，政府による再分配政策の分析が不可欠である．福祉国家は経済学的に定義
すれば，再分配国家である．福祉国家は主に社会保障制度と税制でもって財政的に再分配機能を
果している．もちろんアメリカ福祉国家もこれらの制度でもって，財政的に再分配機能を西欧福
祉国家に比べれば低位ながらも果している．
　アメリカ財政を福祉国家論の視点から研究した代表的書物に W.C. ピーターソンの『移転支出，
諸税，及びアメリカ福祉国家』4）と C. ハワードの『隠れた福祉国家』5）がある．最初にアメリカ福祉
国家における租税支出の重大性について指摘したのはピーターソンであるが，それを「隠れた福
祉国家」と名付け，本格的に研究したのはハワードである．加えてハワードは，社会保障制度の
方を「見える福祉国家」と名付けて前者と区別した．租税支出をアメリカ福祉国家の大きな柱と
して位置づけ，かつその便益が富裕層に傾きがちであることを明らかにした点で，ピーターソン
とハワードの学問的貢献は大きい．だが，ピーターソンとハワードの研究はいずれも，社会政策，
政治学，行政学系統の研究であって，必ずしも経済学的再分配分析にはなっていない．対象時期
も前者は１₉₈₀年代までであり，後者は１₉₉₀年代までである．
　経済学的再分配分析にするためには，市場所得の世帯間格差を社会保障制度や税制の再分配機
能でもって，どれだけ平等化できているのか，また，租税支出の便益がどのような再分配効果を
持っているのか，さらには「見える社会福祉国家」と「隠れた福祉国家」との関係が相互補完の
再分配効果を有するのか，それとも相克する関係にあるのかを明らかにせねばならない．本論文
では，ブッシュ政権・オバマ政権期を中心にこの課題に取り組むことにする．その際，所得格差
問題だけでなく資産格差問題の実態も明らかにする．資産格差を是正する手段としては遺産税・
贈与税がある．以前，片桐（２₀１₃）でこれらについて論じたことがあるが，資産格差是正効果は小
さい．ただ，遺産税は２₀１₀年に一旦廃止され，２₀１１年から復活し，その意義が改めて問われてい
るので補足的検討をしておきたい．
　ところで，貧富の格差拡大は，言い換えれば中間層の衰退ということになる．IT バブルがはじ
₄ ）　Peterson （１₉₉１）．
₅ ）　Howard （１₉₉₉）．
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けた２₀₀₀年代初頭以降学界やマスメディアでこの問題が盛んに取り上げられるようになったが，
これに対し中間層の復活を政府が取り組むべき重要課題として訴え続けてきたのはオバマ大統領
である．オバマは第 １ 期目の大統領候補であった２₀₀₈年の選挙運動中から，経済的格差と連邦財
政赤字を生み出している２₀₀１年と２₀₀₃年のブッシュ大型減税を廃止し，富裕層増税と医療保険改
革などの社会保障制度改革によって中間層の復活を図ることを訴えている．
　ところが，２₀₀₈年秋のリーマン・ショックによる金融危機が実体経済に波及し，１₉₃₀年代以来
の大不況になる中で，２₀₀₉年初めに大統領に就任したオバマには，金融危機及び自動車ビッグス
リーの倒産に示されるような産業危機から経済復興を果すことが最優先課題となる．オバマ政権
は，２₀₀₉年アメリカ復興・再投資法とその後続の財政立法を成立させ，大規模な財政出動を行った．
そして連邦準備制度理事会（FRB）の事実上のゼロ金利と量的緩和という ２ つの非伝統的金融政策
とのポリシー・ミックスによって，オバマ政権第 １ 期目をまるまる費やして，ようやくアメリカ
経済の復興が目に見えるようになった．その過程については，片桐（２₀１₅）に詳述されている．
　皮肉なことに，オバマ政権第 １ 期目の政策の目玉にしようとした，２₀₀１年・２₀₀₃年ブッシュ減
税の廃止と富裕層増税は，これらの減税法が２₀１₀年までの時限立法でオバマ政権第 １ 期の前半ま
で存続したため実行できず，また２₀１₀年末には景気の下振れを恐れて，さらに ２ 年間延長せざる
をえなくなったため，結局オバマ政権第 １ 期には実行できずに終わった．そして，オバマの思い
は，２₀１₃年初めに成立した「２₀１２年アメリカ納税者救済法」において，所得₄₅万ドル超の富裕層
には減税を廃止し，事実上増税するという形で，不満足ながらも実現した6）．
　オバマは２₀１２年の大統領選挙中から改めて中間層の復活を訴えていたので，その熱意の一部を
上記のような形でようやく実現できたのかもしれない．しかし，オバマ政権第 ２ 期目に入って経
済の回復が目に見えてきつつも，中間層の経済的回復感は乏しく，その底上げを２₀１₃年の一般教
書で改めて強く訴えている．さらに，２₀１₅年の『一般教書』と『大統領経済報告』及び『経済諮
問委員会報告』では，中間層経済学を唱え，中間層所得の ₃ つの変動要因である労働生産性，所
得不平等，労働参加の改善を計画することを呼びかけている7）．なおオバマ政権の中間層再生政策
を論じた先行研究としては，管見の限り松村（２₀１₄）が １ つある．ただ，この論文は２₀１₄年に公表
されているので，２₀１₅年になってオバマ政権が打ち出した「中間層経済学」については，当然言
及されていない．
　以下，第Ⅰ節では政府移転と連邦税による所得再分配機能の作動実態と限界を明らかにし，さ
らに所得税主要租税支出の所得再分配機能を検証し，ブッシュ政権・オバマ政権期の所得不平等
化・中間層の衰退を明らかにする．第Ⅱ節ではブッシュ政権・オバマ政権期を中心に資産の不平
₆ ）　片桐（２₀１₅），２₈₀－２₈１ページ．
₇ ）　CEA （２₀１₅）， pp. ₃－₆, pp. ２１－₄₀．
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等化と遺産税の弱い復活について述べる．最後に「おわりに」では，オバマ政権が２₀１₅年に打ち
出した中間層復活のための中間層経済学について述べる．
Ⅰ　ブッシュ政権・オバマ政権期の所得格差の拡大，中間層の経済的衰退
1. 　政府移転と連邦税による所得再分配機能の作動実態と限界
　（ １ ） 市場所得の伸びの長期的趨勢
　社会保障制度による政府移転や税制による累進性作用等の所得再分配機能が働く前の市場所得
の伸びの長期的趨勢を表 １ で見ておこう．ただし，市場所得の内容説明は表 １ の注で行っている．
　表 １ を見ると，１₉₈１年度から２₀１₃年度までの₃₃年間に物価調整済みの市場所得は，第 １ 分位，
第 ₅ 分位と比べて中間層の第 ２ ，第 ₃ ，第 ₄ 分位の伸びが低い．第 ₅ 分位の市場所得の伸びが一
番大きいが，中でもトップ １ ％の富裕層の市場所得の伸びは２₀１.₅％で，最も伸びの小さな第 ２ 分
位の低中間層の１₃.₀％と比べて異常に大きい．
　２₀₀１年度から２₀１₃年度までの１₄年間の市場所得の伸びの推移を見ても趨勢は概ね１₉₈１年度から
２₀１₃年度までの期間と変わらないが，中間層である第 ₃ 分位の市場所得の伸びが一番小さくなっ
ているのが特徴的である．まさに中間層の衰退である．
　リーマン・ショックのあった２₀₀₈年度から２₀１₃年度までのオバマ政権下の ₆ 年間においては，百
分位法の₈１⊖₉₉％層を除く全分位で市場所得は減少を被っているが，とりわけ五分位法で見て第 １
～第 ₃ 分位の所得の低下が顕著である．中所得層と低所得層に景気回復の恩恵が及んでいない．
中間層の衰退を端的に表している．
　次に，表 ２ で平均市場所得の内訳の推移を見てみよう．トップ １ ％層の世帯では，資本所得・
利得が大きな割合を占め，さらに事業所得が比較的大きな割合を占めている．それとは対照的に
その他の分位の世帯では労働所得が中心で，₆₀％以上の割合を占めている．
　したがって，労働所得の格差が市場所得の格差を大きく規定する．『２₀１₅年経済諮問委員会報
告』は，１₉₇₀年代以降の賃金格差の実態を次のように説明している8）．
　賃金上昇の鈍化は，ほとんど賃金分布の中間層とボトム層で見られる．すべての層で急速な賃
金上昇のあった１₉₉₀年代後半を別にすれば，ここ₃₀年のほとんどの時期で，最高所得者層以外す
べての層の賃金は停滞ないし低下してきた．１₉₇₉年から２₀１₄年の間に最高所得層（賃金分布の₉₀％
層）の実質賃金は₃₅％程度増加した．同時に賃金分布１₀％層の賃金はわずかに下落したが，中位の
賃金は ₈ ％上昇した．結果として，賃金分布₉₀％層と１₀％層との賃金比率は₃₇％程拡大した．賃
金分布の下半分の層の賃金下落の主要な原因は，過去₃₀年間最低賃金の実質価値が侵食されてき
₈ ）　CEA （２₀１₅）， pp. １₄₃－１₄₄．
米国の所得・資産格差拡大，中間層の衰退とオバマ政権の中間層経済学（片桐） 215
表 1 　課税前所得分位（五分位法，百分位法）で見た平均世帯所得，政府移転，連邦税（１₉₈１－２₀１₃年度）
単位：ドル，％
五分位法
全世帯
百分位法
第 １ 分位 第 ２ 分位 第 ₃ 分位 第 ₄ 分位 第 ₅ 分位 ₈１―₉₀％層 ₉１―₉₅％層 ₉₆―₉₉％層 トップ１％層
１₉₈１年度（２₀１₃年ドル）
市場所得 ₉,₀₀₀ ２₇,₇₀₀ ₄₇,₉₀₀ ₆₉,₅₀₀ １₃₃,₈₀₀ ₅₇,₀₀₀ ₉１,２₀₀ １１₄,₃₀₀ １₆２,２₀₀ ₅１₇,２₀₀
政府移転 ₈,₄₀₀ ₇,₈₀₀ ₅,₄₀₀ ₄,₃₀₀ ₄,１₀₀ ₆,₀₀₀ ₃,₈₀₀ ₃,₉₀₀ ₄,₄₀₀ ₅,₇₀₀
課税前所得 １₇,₄₀₀ ₃₅,₅₀₀ ₅₃,₃₀₀ ₇₃,₈₀₀ １₃₇,₉₀₀ ₆₃,₀₀₀ ₉₅,₀₀₀ １１₈,２₀₀ １₆₆,₆₀₀ ₅２２,₉₀₀
連邦税 １,₄₀₀ ₅,₃₀₀ １₀,₃₀₀ １₆,₅₀₀ ₃₆,₈₀₀ １₄,１₀₀ ２₃,₃₀₀ ₃₀,₆₀₀ ₄₅,₅₀₀ １₅₉,₈₀₀
課税後所得 １₆,₀₀₀ ₃₀,₃₀₀ ₄₃,₀₀₀ ₅₇,₃₀₀ １₀１,₀₀₀ ₄₉,₀₀₀ ₇１,₇₀₀ ₈₇,₇₀₀ １２１,₀₀₀ ₃₆₃,２₀₀
２₀₀１年度（２₀１₃年ドル）
市場所得 １₄,₉₀₀ ₃２,２₀₀ ₅₅,₅₀₀ ₈₆,₈₀₀ ２２₃,₉₀₀ ₈２,₈₀₀ １２₅,₆₀₀ １₆₈,₆₀₀ ２₆₉,₅₀₀ １,₃１２,₉₀₀
政府移転 ₈,２₀₀ １２,₆₀₀ １１,₅₀₀ ₉,１₀₀ ₇,₇₀₀ ₉,₈₀₀ ₇,₅₀₀ ₇,₄₀₀ ₈,₀₀₀ ₉,１₀₀
課税前所得 ２₃,１₀₀ ₄₄,₈₀₀ ₆₇,₀₀₀ ₉₅,₉₀₀ ２₃１,₆₀₀ ₉２,₆₀₀ １₃₃,１₀₀ １₇₆,₀₀₀ ２₇₇,₅₀₀ １,₃２２,₀₀₀
連邦税 １,₄₀₀ ₄,₉₀₀ １₆,１₀₀ １₈,２₀₀ ₆１,₅₀₀ １₉,₅₀₀ ２₉,₈₀₀ ₄₃,₀₀₀ ₇₄,１₀₀ ₄２₅,₃₀₀
課税後所得 ２１,₈₀₀ ₃₉,₈₀₀ ₅₆,₉₀₀ ₇₇,₇₀₀ １₇₀,１₀₀ ₇₃,１₀₀ １₀₃,₄₀₀ １₃₃,₀₀₀ ２₀₃,₄₀₀ ₈₉₆,₇₀₀
２₀₀₈年度（２₀１₃年ドル）
市場所得 １₆,₇₀₀ ₃２,₉₀₀ ₅₆,₃₀₀ ₉₀,₄₀₀ ２₅₄,₆₀₀ ₈₈,₆₀₀ １₃₄,₄₀₀ １₈₄,１₀₀ ₃₀２,₃₀₀ １,₆₆２,２₀₀
政府移転 ₈,₅₀₀ １₄,１₀₀ １₃,₉₀₀ １２,２₀₀ １₀,₀₀₀ １１,₈₀₀ １₀,₄₀₀ ₉,₅₀₀ ₉,₄₀₀ １₀,₆₀₀
課税前所得 ２₅,２₀₀ ₄₇,₀₀₀ ₇₀,２₀₀ １₀２,₆₀₀ ２₆₄,₀₀₀ １₀₀,₄₀₀ １₄₄,₈₀₀ １₉₃,₆₀₀ ₃１１,₇₀₀ １,₆₇２,₈₀₀
連邦税 ₄₀₀ ₃,₄₀₀ ₈,２₀₀ １₆,１₀₀ ₆２,₆₀₀ １₈,１₀₀ ２₇,₇₀₀ ₄２,₀₀₀ ₇₆,₉₀₀ ₄₇１,１₀₀
課税後所得 ２₄,₉₀₀ ₄₃,₆₀₀ ₆２,₀₀₀ ₈₆,₆₀₀ ２₀１,₉₀₀ ₈２,₃₀₀ １１₇,１₀₀ １₅１,₆₀₀ ２₃₄,₈₀₀ １,２₀１,₇₀₀
２₀１₃年度（２₀１₃年ドル）
市場所得 １₅,₈₀₀ ₃１,₃₀₀ ₅₃,₀₀₀ ₈₈,₇₀₀ ２₅₃,₀₀₀ ₈₆,₄₀₀ １₃₄,₉₀₀ １₈₉,₆₀₀ ₃１₅,₅₀₀ １,₅₅₉,２₀₀
政府移転 ₉,₆₀₀ １₆,２₀₀ １₆,₇₀₀ １₅,₀₀₀ １２,₀₀₀ １₃,₉₀₀ １２,₃₀₀ １１,₈₀₀ １１,₃₀₀ １２,₄₀₀
課税前所得 ２₅,₄₀₀ ₄₇,₄₀₀ ₆₉,₇₀₀ １₀₃,₇₀₀ ２₆₅,₀₀₀ １₀₀,２₀₀ １₄₇,２₀₀ ２₀１,₄₀₀ ₃２₆,₈₀₀ １,₅₇１,₆₀₀
連邦税 ₈₀₀ ₄,₀₀₀ ₈,₉₀₀ １₇,₆₀₀ ₆₉,₇₀₀ ２₀,１₀₀ ₃₀,₅₀₀ ₄₆,₃₀₀ ₈₆,₀₀₀ ₅₃₄,１₀₀
課税後所得 ２₄,₅₀₀ ₄₃,₄₀₀ ₆₀,₈₉₀ ₈₆,１₀₀ １₉₅,₃₀₀ ₈₀,１₀₀ １１₆,₇₀₀ １₅₅,２₀₀ ２₄₀,₈₀₀ １,₀₃₇,₅₀₀
１₉₈１年度に対する２₀１₃年度の増減率（％）
市場所得 ₇₅.₅ １₃.₀ １₀.₆ ２₇.₆ ₈₉.１ ₅１.₆ ₄₇.₉ ₆₅.₉ ₉₄.₅ ２₀１.₅
政府移転 １₄.２ １₀₇.₆ ２₀₉.２ ２₇２.₀ １₉２.₇ １₃１.₆ ２２₃.₇ ２₀２.₆ １₅₆.₈ １１₇.₅
課税前所得 ₄₆.₀ ₃₃.₅ ₃₀.₈ ₄₀.₅ ₉２.２ ₅₉.₀ ₅₄.₉ ₇₀.₄ ₉₆.₀ ２₀₀.₆
連邦税 －₄₃.₉ －２₄.₅ １₃.₆ ₆.₆ ₈₉.₄ ₄２.₆ ₃₀.₉ ₅１.₃ ₈₉.₀ ２₃₄.２
課税後所得 ₅₃.１ ₄₃.２ ₄１.₆ ₅₀.₃ １₉₃.₄ ₆₃.₅ ₆２.₈ ₇₆.₇ ₉₉.₀ １₈₅.₇
２₀₀１年度に対する２₀₀₈年度の増減率（％）
市場所得 １２.１ ２.２ １.₄ ₄.１ １₃.₇ ₇.₀ ₇.₀ ₉.２ １２.２ ２₆.₆
政府移転 ₃.₇ １１.₉ ２₀.₉ ₃₄.１ ２₉.₉ ２₀.₄ ₃₈.₇ ２₈.₄ １₇.₅ １₆.₄
課税前所得 ₉.１ ₄.₉ ₄.₈ ₇.₀ １₄.₀ ₈.₄ ₈.₈ １₀.₀ １２.₃ ２₆.₅
連邦税 －₇１.₄ －₃₀.₆ －１₃.₉ －２.₇ －１.₇ －₇.２ －₇.₀ ２.₃ ₃.₈ １₀.₈
課税後所得 １₄.２ ₉.₅ ₉.₀ １１.₅ １₈.₇ １２.₆ １₃.２ １₄.₀ １₅.₄ ₃₄.₀
２₀₀₈年度に対する２₀１₃年度の増減率（％）
市場所得 －₅.₃ －₄.₈ －₅.₉ －１.₉ －₀.₆ －２.₅ ₀.₄ ₃.₀ ₄.₄ －₆.２
政府移転 １２.₉ １₄.₉ ２₀.１ ２₃.₀ ２₀.₀ １₇.₈ １₈.₃ ２₄.２ ２₀.２ １₇.₀
課税前所得 ₀.₈ ₀.₉ －₀.₇ １.１ ₀.₄ ₀.２ １.₇ ₄.₀ ₄.₈ －₆.₀
連邦税 １₀₀.₀ １₇.₆ ₇.₃ ₉.₃ １１.₃ １１.₀ １₀.１ １₀.２ １１.₈ １₃.₄
課税後所得 －１.₆ －₀.₅ －１.₈ －₀.₆ －₃.２ －２.₇ －₀.₃ ２.₄ ２.₆ １₃.₇
　注 ）市場所得は，労働所得，事業所得，キャピタル・ゲイン（資産売却実現益），キャピタル・ゲイン以外の資本所得，
退職時に退職前の仕事に対して受取った所得，その他の所得を含んでいる．
　　　政府移転は，社会保険及びその他政府援助プログラムからの現金支払や現物給付のことである．
　　　これらの移転には，連邦，州・地方政府からの支払いや給付を含んでいる．
　　　課税前所得とは，市場所得プラス政府移転のことである．
　　　連邦税は，個人所得税，給与税，法人所得税，個別消費税を含んでいる．
　　　課税後所得とは，課税前所得マイナス連邦税のことである．
　　　所得グループは，課税前所得を五分位法で見たもので，世帯規模について調整してある．
出所）CBO （２₀１₆a）， p. ２；Supplement data より作成．
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たことにあるとする．
　さてここで，所得分布のトップ １ ％層世帯の市場所得の構成の変化には，過去何十年かの間に
起こった企業の組織構造の重要な変化が反映しているという CBO（２₀１₆a）の以下のような指摘が
あるので紹介しておく．
　　 　「１₉₈₆年税制改革法は法人所得にかかる最高法定税率以下に個人所得税最高法定税率を引き
下げたのを受けて，（法人税が課せられている）多くの C 法人は，（配当に個人所得税を支払う株
表 2 　市場所得分位（五分位法，百分位法）で見た平均市場所得（１₉₈１－２₀１₃年度）
単位：ドル，％
五分位法
全世帯
百分位法
第１分位 第２分位 第₃分位 第₄分位 第₅分位 ₈１―₉₀％層 ₉１―₉₅％層 ₉₆―₉₉％層 トップ１％層
１₉₈１年度（２₀１₃年ドル）
平均市場所得（ドル） ₆,１₀₀ ２₉,₈₀₀ ₅₀,₀₀₀ ₇１,₈₀₀ １₃₆,１₀₀ ₅₇,₀₀₀ ₉₃,₃₀₀ １１₆,２₀₀ １₆₃,₉₀₀ ₅２₀,２₀₀
市場所得内訳（％）
労働所得 ₇１ ₇₈ ₈₅ ₈₇ ₇₀ ₇₇ ₈₅ ₈１ ₆₆ ₃₇
事業所得 １ ₃ ₃ ２ ₅ ₃ ₃ ₄ ₇ ₇
資本所得・利得 １₆ １２ ₇ ₈ ２２ １₆ ₉ １２ ２₄ ₅₄
その他所得 １２ ₇ ₅ ₃ ₃ ₄ ₃ ₃ ₃ ２
２₀₀１年度（２₀１₃年ドル）
平均市場所得（ドル） ₈,₈₀₀ ₃₄,₆₀₀ ₆₀,２₀₀ ₉１,₇₀₀ ２２₈,₄₀₀ ₈２,₈₀₀ １２₉,₃₀₀ １₇１,₉₀₀ ２₇₃,１₀₀ １,₃２１,₆₀₀
市場所得内訳（％）
労働所得 ₇１ ₇₅ ₈１ ₈₅ ₆₈ ₇₅ ₈₅ ₈１ ₇₀ ₄１
事業所得 ₈ ₄ ₃ ₃ １₀ ₆ ₃ ₅ １１ １₈
資本所得・利得 ₈ ₇ ₅ ₄ １₇ １２ ₅ ₇ １₃ ₃₈
その他所得 １₃ １₄ １１ ₈ ₅ ₇ ₇ ₇ ₆ ₃
２₀₀₈年度（２₀１₃年ドル）
平均市場所得（ドル） ₉,₆₀₀ ₃₅,₅₀₀ ₆１,₃₀₀ ₉₆,₃₀₀ ２₆１,₀₀ ₈₈,₆₀₀ １₃₉,₅₀₀ １₈₈,₇₀₀ ₃₀₇,₇₀₀ １,₆₇₄,₀₀₀
市場所得内訳（％）
労働所得 ₇₀ ₇₇ ₈２ ₈₄ ₆₅ ₇₃ ₈₄ ₈１ ₇₀ ₃₅
事業所得 ₈ ₄ ₃ ₃ １１ ₇ ₃ ₅ １１ ２１
資本所得・利得 ₆ ₄ ₃ ₃ １₈ １２ ₅ ₆ １₃ ₄１
その他所得 １₆ １₅ １２ １₀ ₆ ₈ ₈ ₈ ₆ ₃
２₀１₃年度（２₀１₃年ドル）
平均市場所得（ドル） ₈,₃₀₀ ₃２,₆₀₀ ₅₈,₆₀₀ ₉₄,₉₀₀ ２₅₉,₉₀₀ ₈₆,₄₀₀ １₄₀,₃₀₀ １₉₅,₃₀₀ ₃２１,₅₀₀ １,₅₇₀,₈₀₀
市場所得内訳（％）
労働所得 ₆₆ ₇₅ ₈₀ ₈₃ ₆₅ ₇₃ ₈２ ₈₀ ₇₀ ₃₆
事業所得 １１ ₅ ₃ ₃ １２ ₈ ₄ ₆ １２ ２₃
資本所得・利得 ₅ ₄ ₃ ₃ １₆ １１ ₅ ₆ １２ ₃₈
その他所得 １₈ １₇ １₄ １１ ₇ ₈ ₉ ₉ ₇ ₃
　注）所得グループは市場所得を五分位法，百分位法で見たもので，世帯規模について調整してある．
　　　「その他所得」には，退職時に退職前の仕事に対して受取った所得及びその他の所得を含んでいる．
出所）CBO （２₀１₆a）， p. ₇；Supplement data より作成．
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主に，法人所得を通り抜けさせる）Ｓ法人，あるいは法人税のかからない他のタイプの事業体
に転換された．その結果，過去に（C 法人からの）キャピタル・ゲインや配当として報告され
ていた所得の幾つかは，（S 法人あるいは他の通り抜け事業体からの）事業所得として報告され
ることになった．この転換はまた，C 法人は利益を確保できるが，S 法人の利益は毎年完全に
株主に分配されることが要求されるために，所得の実現を加速化した．こうした転換が始
まった１₉₈₆－₈₈年期には事業所得が跳ね上がり，資本所得は下落した．それ以来さらなる転換
が起こるにつれ，また新たな事業が C 法人を設立して行われることが少なくなるにつれ，事
業所得のシェアは増加し続けている9）．」
　（ ２ ） 課税前所得，政府移転の伸びの長期的趨勢
　税金がかかる前の所得を課税前所得という．課税前所得は，市場所得に政府移転を加えたもの
である．政府移転は，社会保障給付や失業保険給付のような現金給付とメディケア給付やメディ
ケイド給付のような現物給付を含んでいる．
　表 １ で，全世帯の１₉₈１年度から２₀１₃年度までの市場所得と政府移転の増加率を比較すると，前
者が₅１.₆％の伸びに対し，後者が１₃１.₆％の伸びではるかに大きな伸びを示している．ただし，政
府移転の伸びには，世帯間格差が見られる．五分位法で見ると，第 ₃ ，第 ₄ 分位の政府移転の伸
₉ ）　CBO （２₀１₆a）， p. １₆．
表 3 　課税前所得分位（五分位法，百分位法）で見た平均世帯所得の内訳（２₀１₃年度）
単位：ドル，％
五分位法
全世帯
百分位法
第１分位 第２分位 第₃分位 第₄分位 第₅分位 ₈１―₉₀％層 ₉１―₉₅％層 ₉₆―₉₉％層 トップ１％層
平均市場所得（ドル） ２₅,₄₀₀ ₄₇,₄₀₀ ₆₉,₇₀₀ １₀₃,₇₀₀ ２₆₅,₀₀₀ １₀₀,２₀₀ １₄₇,１₀₀ ２₀１,₄₀₀ ₃２₆,₈₀₀ １,₅₇１,₆₀₀
課税前所得内訳（％）
　市場所得 ₆２ ₆₆ ₇₆ ₈₆ ₉₅ ₈₆ ₉２ ₉₄ ₉₇ ₉₉
　　労働所得 ₅₃ ₅₇ ₆₃ ₆₉ ₆₀ ₆２ ₇₃ ₇２ ₆₆ ₃₅
　　事業所得 ₆ ₃ ２ ２ １１ ₇ ₃ ₅ １１ ２₃
　　資本所得・利得 １ １ ２ ₃ １₆ １₀ ₅ ₇ １２ ₃₈
　　その他所得 ２ ₅ ₉ １１ ₈ ₇ １１ １₀ ₈ ₃
　政府移転 ₃₈ ₃₄ ２₄ １₄ ₅ １₄ ₈ ₆ ₃ １
　　社会保障 １₀ １₃ １１ ₈ ₃ ₆ ₅ ₃ ２ ⁂
　　メディケア ₉ ₉ ₇ ₄ １ ₄ ２ ２ １ ⁂
　　メディケイド １₀ ₈ ₄ １ ⁂ ２ ⁂ ⁂ ⁂ ⁂
　　その他給付 ₉ ₅ ₃ ２ ⁂ ２ １ １ ⁂ ⁂
　注）課税前所得は，市場所得プラス政府移転のことである．
　　　市場所得，政府移転，所得グループの定義は表 １ の注と同じである．
　　　＊印は ₀ から₀.₅の間の数値．
出所）CBO（２₀１₆a），p. ₈.
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びが大きい．また富裕層の中では，₈₀⊖₉₀％層と₉１⊖₉₅％層の政府移転の伸びが大きい．
　表 ₃ で２₀１₃年度の課税前所得の内訳を見てみよう．市場所得の割合は世帯の分位が小さいほど
低く，分位が上がるにつれて高まっている．それとは逆に，政府移転の割合は，分位が小さいほ
表 4 　源泉別政府移転内訳（１₉₈１－２₀１₃年度）
単位：ドル，％
全世帯
五分位法 百分位法
第１分位 第２分位 第₃分位 第₄分位 第₅分位 ₈１―₉₀％層 ₉１―₉₅％層 ₉₆―₉₉％層 トップ１％層
１₉₈１年度
平均政府移転（２₀１₃年ドル） ₆,₀₀₀ ₈,₄₀₀ ₇,₈₀₀ ₅,₄₀₀ ₄,₃₀₀ ₄,１₀₀ ₃,₈₀₀ ₃,₉₀₀ ₄,₄₀₀ ₅,₇₀₀
内訳
（％）
社会保障 ₅₄.１ ₅₀.₉ ₅₆.₈ ₅₇.₄ ₅₆.₀ ₆１.₈ ₆１.₄ ₆₅.₈ ₆₇.₆ ₆₉.₀
メディケア １₄.₇ １₄.₆ １₄.₄ １₄.₅ １₄.₇ １₇.₆ １₅.₆ １₆.₈ １₉.１ ２１.₆
メディケイド ₅.₉ ₈.₀ ₄.₉ ₃.２ ２.₅ １.₇ ２.１ １.₅ １.₃ １.₄
その他現金給付 １₉.₇ １₉.₀ １₈.₆ ２１.₇ ２₄.₄ １₇.₇ ２₀.₀ １₅.２ １１.₄ ₇.１
その他現物給付 ₅.₇ ₇.₆ ₅.₃ ₃.２ ２.₄ １.２ ₀.₉ ₀.₆ ₀.₇ ₀.₉
２₀₀１年度
平均政府移転（２₀１₃年ドル） ₉,₈₀₀ ₈,２₀₀ １２,₆₀₀ １１,₅₀₀ ₉,１₀₀ ₇,₇₀₀ ₇,₅₀₀ ₇,₄₀₀ ₈,₀₀₀ ₉,１₀₀
内訳
（％）
社会保障 ₄₇.₀ ₄₀.₀ ₄₈.₆ ₅２.₈ ₅₄.₇ ₅₈.₉ ₅₇.₆ ₅₉.₆ ₆１.₀ ₆₅.₄
メディケア ２₄.₉ ２₅.₀ ２₅.₈ ２₅.₀ ２₃.₆ ２₃.₆ ２₄.₀ ２₃.₈ ２₄.₅ ２₃.₃
メディケイド １₃.₅ １₈.₉ １２.₇ ₈.₈ ₆.₆ ₄.２ ₅.₆ ₄.₄ ₃.１ ２.₆
その他現金給付 １１.２ １₀.₆ ₉.₇ １１.₈ １₄.₃ １２.₉ １２.₅ １１.₉ １１.₀ ₈.₄
その他現物給付 ₃.₄ ₅.₄ ₃.２ １.₆ ₀.₈ ₀.₅ ₀.₄ ₀.₃ ₀.₃ ₀.₃
２₀₀₈年度
平均政府移転（２₀１₃年ドル） １１,₈₀₀ ₈,₅₀₀ １₄,１₀₀ １₃,₉₀₀ １２,２₀₀ １₀,₀₀₀ １₀,₄₀₀ ₉,₅₀₀ ₉,₄₀₀ １１,₃₀₀
内訳
（％）
社会保障 ₄₃.₈ ₃₇.₈ ₄₃.₉ ₄₈.₄ ₅１.₆ ₅₅.₆ ₅₄.₅ ₅₅.₉ ₅₉.₄ ₆₃.２
メディケア ２₉.₄ ₃₀.₀ ２₉.₀ ２₉.₅ ２₈.₄ ２₈.₇ ２₉.１ ２₉.₇ ２₉.₅ ₃１.₅
メディケイド １２.₈ １₆.₉ １₃.₆ ₉.₃ ₆.₇ ₄.₆ ₅.２ ₄.₃ ２.₈ ２.₃
その他現金給付 １₀.₄ ₉.₈ ₉.₅ １１.₄ １２.₅ １₀.₅ １₀.₈ ₉.₈ ₈.₀ ２.₇
その他現物給付 ₃.₅ ₅.₅ ₃.₉ １.₄ ₀.₇ ₀.₅ ₀.₄ ₀.₃ ₀.₃ ₀.₃
 ２₀１₀年度
平均政府移転（２₀１₃年ドル） １₃,₇₀₀ ₉,１₀₀ １₅,₉₀₀ １₆,₈₀₀ １₄,₈₀₀ １１,₆₀₀ １２,₀₀₀ １１,₇₀₀ １₀,₇₀₀ １１,₄₀₀
内訳
（％）
社会保障 ₄１.₃ ₃₄.₈ ₄１.₀ ₄₅.₉ ₄₇.₈ ₅₃.₅ ₅２.２ ₅₄.２ ₅₆.₈ ₆₀.₇
メディケア ２₇.₄ ２₇.₉ ２₆.₇ ２₇.₅ ２₇.１ ２₇.₀ ２₈.₉ ２₇.₈ ２₇.１ ２₈.₄
メディケイド １₃.２ １₇.₅ １₄.₅ ₉.₆ ₆.₉ ₄.₉ ₅.₀ ₅.₀ ₃.₄ ₄.₄
その他現物給付 １₄.１ １₃.₅ １₃.₀ １₅.１ １₇.₄ １₄.１ １₃.₄ １２.₆ １２.２ ₆.１
その他現金給付 ₄.１ ₆.２ ₄.₉ １.₉ ₀.₉ ₀.₆ ₀.₅ ₀.₅ ₀.₄ ₀.₅
２₀１₃年度
平均政府移転（２₀１₃年ドル） １₃,₉₀₀ ₉,₆₀₀ １₆,２₀₀ １₆,₇₀₀ １₅,₀₀₀ １２,₀₀₀ １２,₃₀₀ １１,₈₀₀ １１,₃₀₀ １２,₄₀₀
内訳
（％）
社会保障 ₄₄.１ ₃₇.₃ ₄₃.１ ₄₉.₀ ₅２.₇ ₅₆.₈ ₅₅.₃ ₅₈.₄ ₆１.１ ₅₉.₈
メディケア ２₇.１ ２₇.₃ ２₅.₈ ２₇.１ ２₇.₅ ２₇.₈ ２₈.₃ ２₇.₉ ２₈.２ ２₆.₉
メディケイド １₄.₈ １₉.１ １₇.２ １１.₇ ₇.₉ ₅.２ ₅.２ ₃.₇ ₃.₅ ₅.₃
その他現物給付 １₀.１ １₀.２ ₉.₃ １₀.１ １１.１ ₉.₈ １１.₀ ₉.₇ ₇.₀ ₇.₆
その他現金給付 ₃.₉ ₆.₀ ₄.₆ ２.１ ₀.₈ ₀.₄ ₀.₃ ₀.２ ₀.₃ ₀.₄
出所）CBO（２₀１₆a）， Supplement より作成．
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ど高く，分位が上がるにつれて下がっている．政府移転で市場所得の格差を均していることがわ
かる．
　次に，表 ₄ で１₉₈１年度から２₀１₃年度までの源泉別政府移転内訳を見てみよう．１₉₈１年度と２₀₀₀
年代と比べて一目瞭然なのは，全世帯において，２₀₀₀年代に社会保障（年金）の比重が大きく低下
し，医療給付が大きくポイントを上げている点である．医療給付には，メディケア（₆₅歳以上の高
齢者医療）とメディケイド（低所得者医療扶助）の ２ 通りの給付があるが，前者はすべての所得層
で，後者は第 １ 分位や第 ２ 分位等の低い所得層でポイントが上がっている．
　（ ₃ ） 連邦税負担の長期的趨勢
　ここでいう連邦税は，個人所得税，給与税，法人税，幾つかの個別消費税が含まれている．２₀１₃
年度ではこれら ₄ つの税の収入は，全連邦税収の₉₃％になる．ここでいう連邦税には，遺産税や
関税は含まれていない．連邦税は課税前所得（市場所得＋政府移転）にかかる．
　表 ₅ を見てみよう．平均連邦税率をレーガン政権期からオバマ政権期まで政権で時期区分して
示してある．五分位法で見て，第 １ 分位の平均連邦税率がレーガン政権期の₈.₇％からオバマ政権
の２.₀％まで大きく低下している．第 ２ ～第 ₄ 分位の中間層の平均連邦税率も同期間に１₈.₅％から
１２.₆％に低下している．他方百分位法で見て₈１⊖₉₉％層とトップ １ ％層の富裕層の平均連邦税率は，
同期間において前者が２₃.₈％から２１.₈％に，後者が２₇.₇％から₃₀.₀％になっていて，低所得層・中
所得層程には大きな変化は見られない．ただ，前者で２₅.１％，後者で₃₃.₉％とクリントン政権期に
平均連邦税率が一番高くなっている．ちなみにクリントン政権第 ２ 期目に連邦財政は黒字転換し
ている．
　２₀₀₀年代に入って以降，ブッシュ政権，オバマ政権下での平均連邦税率にどのような特徴が見
られるのか．ブッシュ政権によって２₀₀１年と２₀₀₃年に大型減税法が成立し，オバマ政権が成立し
た後の２₀１₀年末まで実施され，さらに ２ 年間延長されて２₀１２年末まで実施されたため，平均連邦
税率にかなりの影響が見られる．２₀₀₈年のリーマン・ショックがあって不況が深刻化して以降，第
１ 分位の低所得層の平均連邦税率は ₅ ％から １ ％台に大きく低下し，第 ２ ～第 ₄ 分位の中所得層
の平均連邦税率も１₄％から１２％台へかなり低下している．百分位法で見た₈１⊖₉₉％層，トップ １ ％
層の平均連邦税率は₃２.₅％であったのが，２₀₀₇年度，２₀₀₈年度，２₀₀₉年度，２₀１２年度の ₄ 年間は
２₈％台にまで下がっており，ブッシュ大型減税が最富裕層を優遇していたことを見落とすべきで
はない．
　２₀１₃年度は枠組が大きく変わる．どの所得階層の平均連邦税率も上昇しているが，特にトップ
１ ％層の平均連邦税率が₅.₃％ポイントも上昇している．それにはすでに述べたように，２₀１₃年初
めに「２₀１２年アメリカ納税者救済法」が成立し，₄₅万ドル以下の世帯に限りブッシュ減税を延長・
恒久化し，₄₅万ドル超の富裕層には減税を廃止し，事実上増税となったことが大きく影響してい
る．トップ １ ％の富裕層の平均連邦税率は，オバマ政権第 ２ 期目にレーガン政権期以来のどの政
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権期よりも高くなっていることに注目すべきである．
　以上低所得層，中所得層，高所得層の平均連邦税率の推移について述べたが，なおその補足と
して各所得層の平均連邦税率の推移について，CBO（２₀１₆a）の解説を参考に述べておこう10）．
　第 １ に，第 １ 分位の低所得層の平均連邦税率についてである．表 ₅ に示されるように１₉₈１年度
以来，２₀₀₇年度まで第 １ 分位（低所得層）の平均連邦税率はかなり着実に低下しているが，これは
クリントン政権が１₉₉₆年個人責任・就労機会調整法による福祉改革で AFDC を TANF に転換した
時に，勤労所得税額控除を拡大したことが大きく影響している．もっともその影響を平均給与税
率の引上げが減らしたが．また２₀₀₇年から２₀₀₉年にかけて第 １ 分位（低所得層）の平均連邦税率が
１₀）　CBO （２₀１₆a）， pp. ２₀－２１．
表 5 　課税前所得分位（五分位法，百分位法）で見た平均連邦税率（１₉₈１－２₀１₃年度）
単位：％
第 １ 五分位
第 ２ ～第 ₄ 五分位
（２₀～₈₀％層）
₈１～₉₉％層 トップ １ ％層
１₉₈１～１₉₈₈年度 ₈.₇ １₈.₅ ２₃.₈ ２₇.₇
（レーガン政権期）
１₉₈₉～１₉₉２年度 ₈.₃ １₈.２ ２₄.１ ２₈.₉
（ブッシュ・シニア政権期）
１₉₉₃～２₀₀₀年度 ₇.₀ １₇.₇ ２₅.１ ₃₃.₉
（クリントン政権期）
２₀₀１～２₀₀₈年度 ₅.１ １₄.₇ ２₃.₀ ₃₀.₃
（ブッシュ・ジュニア政権期）
２₀₀₉～２₀１₃年度 ２.₀ １２.₆ ２１.₈ ₃₀.₀
（オバマ政権期）
２₀₀₀年度 ₇.₀ １₇.₆ ２₅.₆ ₃２.₅
２₀₀１年度 ₅.₉ １₆.₀ ２₄.₄ ₃２.２
２₀₀２年度 ₅.₆ １₅.₄ ２₃.₇ ₃２.１
２₀₀₃年度 ₅.₅ １₄.₅ ２２.₆ ₃₀.₅
２₀₀₄年度 ₅.２ １₄.₆ ２２.₈ ₃₀.１
２₀₀₅年度 ₅.₆ １₄.₈ ２₃.₀ ₃₀.₅
２₀₀₆年度 ₅.₉ １₄.₉ ２₃.２ ₃₀.１
２₀₀₇年度 ₅.２ １₄.₉ ２２.₈ ２₈.₄
２₀₀₈年度 １.₆ １２.₆ ２１.₇ ２₈.２
２₀₀₉年度 １.₀ １２.₀ ２１.２ ２₈.₉
２₀１₀年度 １.₄ １２.₄ ２１.₇ ２₉.₃
２₀１１年度 １.₉ １２.２ ２１.２ ２₉.１
２₀１２年度 ２.２ １２.₄ ２１.₇ ２₈.₇
２₀１₃年度 ₃.₃ １₃.₈ ２₃.２ ₃₄.₀
出所）CBO（２₀１₆a），Supplement より作成．
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著しく低落しているのは，低所得層の税負担の軽減を狙った２₀₀₈年景気対策法や２₀₀₉年アメリカ
復興・再投資法が成立したからである．２₀₀₉年度から低所得層の平均連邦税率が上がり始めるの
は，主には２₀１１年にメイク・ワーク・ペイ税額控除が期限切れとなり，２₀１₃年に社会保障給与税
従業員負担部分の臨時引下げが満期に達したためである．
　第 ２ に，第 ２ ～第 ₄ 分位の中所得層の平均連邦税率についてである．２₀₀₀年度と２₀₀₃年度の間
に中所得層の平均連邦税率が ₃ ％ポイント下落している．これは，特に児童税額控除の拡充，法
定税率の引下げ，夫婦に対する標準控除の拡大によるものである．
　第 ₃ に，トップ １ ％の富裕層についてである．２₀１₃年度に個人所得税率が引き上げられ，医療
費負担適正化法の一部として制定された新しい税が実施されるようになり，この所得層の平均連
邦税率が₅.₃ポイント上がって₃₄.₀％になった．２₀１₃年度から税率引上げが実施されるのを予想し
て，富裕層の納税者は，他の所得よりも低い税率で課税されている特にキャピタル・ゲインのよ
うな幾つかの所得を２₀１₃年度から２₀１２年度に移した．そうした所得移転のために，この富裕層の
２₀１２年度の平均連邦税率は，税法の変更がなかった場合の平均連邦税率よりも高くなった．この
ような理由で，他の所得層の平均連邦税率とは違って，最富裕層の２₀１₃年度の平均連邦税率は，
₃₄％という非常に高い税率になった．
　次に，表 ₆ で連邦税の １ 世帯当たりの負担額を， ₄ つの連邦税について課税前所得分位別に見
てみよう．五分位法で見れば，第 １ ～第 ₅ 分位までのどの所得層で見ても， ₄ つの連邦税の中で
１ 世帯の負担の重いのは，個人所得税と給与税である．だが，百分位法で見ると，トップ １ ％の
富裕層では負担の重いのは個人所得税と法人所得税である．以下では，連邦税負担の世帯間格差
を引き起こしている，個人所得税，給与税，法人税について説明する．
　まず２₀₀₀年代に注目すると，この時期は２₀₀１年と２₀₀₃年にブッシュ大型減税が行われ，また
２₀₀₇－２₀₀₉年大不況の影響もあって，第 １ 分位と第 ２ 分位の １ 世帯当たり連邦税負担は大きくマイ
ナスの値になるが， １ 世帯当たり給与税は，大不況期に若干負担軽減が行われるものの，２₀₀₀年
代初めとそう大きな変化はない．しかも １ 世帯当たり給与税負担額は第 １ ～第 ₄ 分位まで １ 世帯
当たり個人所得税負担額を上回っている． １ 世帯当たり個人所得税負担額が １ 世帯当たり給与税
負担額を上回っているのは第 ₅ 分位の高所得層だけである．給与税は課税対象給与に上限があり，
当然高所得層の負担は所得に対して軽くなる．個人所得税はブッシュ減税で弱められたものの累
進的であるが，給与税はこのように逆進的で低所得層・中所得層に重く，高所得層に軽い負担と
なっている．
　個人所得税に関しては，すでに述べたようにオバマ政権は，２₀１₃年度から富裕層への増税で累
進性を強化する方向に動いた．個別申告する場合₄₀万ドルを超える所得のある納税者，夫婦合算
申告する場合₄₅万ドルを超える所得のある納税者に対しては，最高法定限界税率が₃₅％から₃₉.₆％
に引き上げられ，長期キャピタル・ゲインと配当に対する法定税率は１₅％から２₀％に引き上げら
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れた．さらに，調整総所得が個別申告の場合２₅万ドル，夫婦合算申告の場合₃₀万ドルを超える納
税者に対して人的控除や項目別控除の利用についての制限が再度復活した．また，納税者の投資
所得と（個別申告の場合２₀万ドル，夫婦合算申告の場合２₅万ドルを超える）総所得の少ない方に，
₃.₈％の付加税が課せられている11）．
１１）　CBO （２₀１₆a）， p. １₉．
表 6 　課税前所得分位（五分位法，百分位法）で見た １ 世帯当たりの連邦税（１₉₈１－２₀１₃年度）
単位：％
全世帯
五分位法 百分位法
第１分位 第２分位 第₃分位 第₄分位 第₅分位 ₈１―₉₀％層 ₉１―₉₅％層 ₉₆―₉₉％層 トップ１％層
１₉₈１年度（２₀１₃年ドル）
連邦税合計 １₄,１₀₀ １,₄₀₀ ₅,₃₀₀ １₀,₃₀₀ １₆,₅₀₀ ₃₆,₈₀₀ ２₃,₃₀₀ ₃₀,₆₀₀ ₄₅,₅₀₀ １₅₉,₈₀₀
個人所得税 ₇,₅₀₀ １₀₀ １,₇₀₀ ₄,₄₀₀ ₈,２₀₀ ２₃,１₀₀ １２,₉₀₀ １₈,２₀₀ ₃₀,₃₀₀ １１₄,₇₀₀
給与税 ₄,₇₀₀ ₉₀₀ ２,₈₀₀ ₄,₈₀₀ ₆,₇₀₀ ₈,₅₀₀ ₈,２₀₀ ₉,２₀₀ ₈,₇₀₀ ₆,₉₀₀
法人税 １,₄₀₀ １₀₀ ₄₀₀ ₇₀₀ １,１₀₀ ₄,₅₀₀ １,₆₀₀ ２,₅₀₀ ₅,₆₀₀ ₃₆,₃₀₀
個別消費税 ₅₀₀ ２₀₀ ₄₀₀ ₅₀₀ ₅₀₀ ₈₀₀ ₆₀₀ ₇₀₀ ₉₀₀ １,₉₀₀
２₀₀１年度（２₀１₃年ドル）
連邦税合計 １₉,₅₀₀ １,₄₀₀ ₄,₉₀₀ １₀,１₀₀ １₈,２₀₀ ₆１,₅₀₀ ２₉,₈₀₀ ₄₃,₀₀₀ ₇₄,１₀₀ ₄２₅,₃₀₀
個人所得税 ₉,₄₀₀ －１,１₀₀ ２₀₀ ２,₅₀₀ ₆,₇₀₀ ₃₈,₀₀₀ １₃,₇₀₀ ２２,₇₀₀ ₄₇,２₀₀ ₃２₃,₆₀₀
給与税 ₇,₇₀₀ １,₉₀₀ ₃,₈₀₀ ₆,₃₀₀ ₉,₆₀₀ １₆,₄₀₀ １₃,₆₀₀ １₆,₇₀₀ １₉,₅₀₀ ₃１,２₀₀
法人税 １,₆₀₀ １₀₀ ₃₀₀ ₆₀₀ ₉₀₀ ₅,₉₀₀ １,₅₀₀ ２,₅₀₀ ₅,₉₀₀ ₆₇,₄₀₀
個別消費税 ₈₀₀ ₄₀₀ ₆₀₀ ₇₀₀ ₉₀₀ １,２₀₀ １,₀₀₀ １,１₀₀ １,₅₀₀ ₃,２₀₀
２₀₀₈年度（２₀１₃年ドル）
連邦税合計 １₈,１₀₀ ₄₀₀ ₃,₄₀₀ ₈,２₀₀ １₆,１₀₀ ₆２,₆₀₀ ２₇,₇₀₀ ₄２,₀₀₀ ₇₆,₉₀₀ ₅₈₃,₀₀₀
個人所得税 ₇,₉₀₀ －２,₃₀₀ －１,２₀₀ ₉₀₀ ₄,₈₀₀ ₃₇,２₀₀ １１,₅₀₀ ２₀,₉₀₀ ₄₈,１₀₀ ₃₉₈,₉₀₀
給与税 ₇,₈₀₀ ２,２₀₀ ₃,₉₀₀ ₆,２₀₀ ₉,₇₀₀ １₇,２₀₀ １₃,₉₀₀ １₇,₆₀₀ ２１,１₀₀ ₃２,₈₀₀
法人税 １,₉₀₀ ２₀₀ ₃₀₀ ₅₀₀ ₉₀₀ ₇,２₀₀ １,₆₀₀ ２,₆₀₀ ₆,₅₀₀ １₄₈,₃₀₀
個別消費税 ₆₀₀ ₄₀₀ ₄₀₀ ₆₀₀ ₆₀₀ １,₀₀₀ ₈₀₀ ₉₀₀ １,２₀₀ ₃,₀₀₀
２₀１₀年度（２₀１₃年ドル）
連邦税合計 １₇,₆₀₀ ₄₀₀ ₃,₃₀₀ ₇,₉₀₀ １₅,₇₀₀ ₆₀,₄₀₀ ２₇,₄₀₀ ₄１,₃₀₀ ₇₅,１₀₀ ₄₄₄,２₀₀
個人所得税 ₇,₅₀₀ －２,₄₀₀ －１,１₀₀ １,１₀₀ ₅,₀₀₀ ₃₄,₈₀₀ １１,₆₀₀ ２₀,₆₀₀ ₄₅,₉₀₀ ₃₀₅,₉₀₀
給与税 ₇,₅₀₀ ２,１₀₀ ₃,₆₀₀ ₅,₈₀₀ ₉,１₀₀ １₆,₉₀₀ １₃,₄₀₀ １₇,１₀₀ ２１,₅₀₀ ₃₃,₀₀₀
法人税 ２,₀₀₀ ２₀₀ ₃₀₀ ₅₀₀ ₉₀₀ ₇,₇₀₀ １,₆₀₀ ２,₇₀₀ ₆,₆₀₀ １₀２,２₀₀
個別消費税 ₆₀₀ ₄₀₀ ₅₀₀ ₆₀₀ ₆₀₀ １,₀₀₀ ₇₀₀ ₉₀₀ １,１₀₀ ₃,１₀₀
２₀１₃年度（２₀１₃年ドル）
連邦税合計 ２₀,１₀₀ ₈₀₀ ₄,₀₀₀ ₈,₉₀₀ １₇,₆₀₀ ₆₉,₇₀₀ ₃₀,₅₀₀ ₄₆,₃₀₀ ₈₆,₀₀₀ ₅₃₄,１₀₀
個人所得税 ₉,₃₀₀ －１,₈₀₀ －₆₀₀ １,₈₀₀ ₆,₃₀₀ ₄１,₀₀₀ １₃,₆₀₀ ２₃,₄₀₀ ₅２,₅₀₀ ₃₇１,₀₀₀
給与税 ₇,₇₀₀ ２,₀₀₀ ₃,₇₀₀ ₅,₈₀₀ ₉,₄₀₀ １₇,₇₀₀ １₃,₈₀₀ １₇,₉₀₀ ２２,₃₀₀ ₃₇,₈₀₀
法人税 ２,₅₀₀ ２₀₀ ₄₀₀ ₇₀₀ １,２₀₀ ₉,₉₀₀ ２,２₀₀ ₃,₈₀₀ ₉,₉₀₀ １２１,₆₀₀
個別消費税 ₇₀₀ ₄₀₀ ₅₀₀ ₆₀₀ ₇₀₀ １,１₀₀ ₉₀₀ １,₀₀₀ １,₃₀₀ ₃,₇₀₀
出所）CBO （２₀１₆a），Supplement より作成．
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　給与税の負担軽減について少し詳しく説明しておこう．２₀₀₇－２₀₀₉年大不況に苦しむ低所得層，
中所得層のために「２₀１₀年租税負担軽減，失業保険再認可雇用創出法」が制定され， ２ 年間社会
保障給与税の被用者負担部分が ２ ％ポイント引き下げられた．この臨時の給与税軽減措置は２₀１２
年末で期限が切れた．加えて，２₀１₃年から医療費負担適正化法の一部としてメディケア給与税が，
個別申告の場合２₀万ドル以上，夫婦合算申告の場合２₅万ドル以上稼いでいる納税者に対して₀.₉％
ポイント引き上げられた12）．
　表 ₆ に示されるようにトップ １ ％層は，法人税の負担が大きい．では，ここで言う世帯負担の
法人税とは何か．議会予算局（CBO）は，調整済みキャピタル・ゲインを含めた全資本所得の各
世帯受取割合に比例して法人税のほとんどを世帯負担の平均法人税として割り当てている13）．資本
所得の保有割合は高所得層程高くなるので，法人税負担の割合も高所得層で当然高くなる．CBO
の推計によれば，２₀１₃年度では，全法人税負担のほぼ₈₀％が第 ₅ 分位の高所得層世帯が担い，全
法人税負担の約₄₇％をトップ １ ％層の富裕層世帯が担っていた14）．
　（ ₄ ） 課税後所得の長期的趨勢と政府移転及び税制による所得再分配効果の評価
　上記（ １ ）～（ ₃ ）で市場所得，課税前所得（市場所得＋政府移転），連邦税の長期的趨勢を見てき
たが，課税後所得の長期的趨勢として何が言えるのか．表 １ の１₉₈１年度に対する２₀１₃年度の増減
率の欄の「課税後所得」を見てみよう．課税後所得の伸びは，第 ₅ 分位（高所得層）が１₉₃.₄％，
第 １ 分位（低所得層）が₅₃.１％で，中所得層の第 ２ 分位₄₃.２％，第 ₃ 分位₄１.₆％，第 ₄ 分位₅₀％よ
り高い伸びを示している．とりわけトップ １ ％層の課税後所得の伸びは大きく，同期間で１₈₅.₇％
にもなる．言い換えれば中間層の衰退ということになろう．
　さて，表 ₇ で市場所得の不平等に対する政府移転と連邦税の平等化（平準化）効果を見ることに
しよう．まずベースとなる市場所得の不平等度をジニ係数で見てみよう．市場所得のジニ係数は，
年度によって多少の増減があるが，１₉₈１年度の₀.₄₈₇から２₀１₃年度の₀.₅₉₆へとほぼ一貫して悪化し，
市場所得の不平等化が進んできている．
　次に課税前所得の不平等度をジニ係数で見てみよう．市場所得に政府移転を加えると課税前所
得になるが，政府移転に所得再分配効果があるため，課税前所得のジニ係数は市場所得のジニ係
数より小さくなる．１₉₈１年度の市場所得のジニ係数は₀.₄₈₇であるが，課税前所得のジニ係数は
₀.₄₀₄に縮小している．しかし課税前所得のジニ係数も年度によって多少の増減があるものの，
１₉₈１年度の₀.₄₀₄から２₀１₃年度の₀.₄₈₅へとほぼ一貫して数値は悪化し，課税前所得の不平等化が進
んでいる．さらに，課税後所得の不平等度をジニ係数で見てみよう．課税前所得に連邦税がか
かった後に残った所得が課税後所得である．連邦税は全体として累進的なので所得再分配効果が
１２）　CBO （２₀１₆a）， p. ２₀．
１₃）　CBO （２₀１₆a）， p. １１．
１₄）　CBO （２₀１₆a）， p. １２．
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あるため，課税後ジニ係数は課税前ジニ係数より小さくなる．しかし，課税後所得のジニ係数も
年度によって多少の増減があるものの，１₉₈１年度の₀.₃₇₀から２₀１₃年度の₀.₄₄２へとほぼ一貫して数
値は悪化し，課税後所得の不平等化が進んでいる．
　ところで，市場所得の世帯間不平等を政府移転の再分配効果で平等化（平準化）し，課税前所得
表 7 　世帯所得のジニ係数及び平準化係数とその内訳の推移（１₉₈１－２₀１₃年度）
年度
ジニ係数
平準化係数
（％）
内訳（％）
市場所得 課税前所得 課税後所得 政府移転 連邦税
個人所得税 給与税
１₉₈１ ₀.₄₈₇ ₀.₄₀₄ ₀.₃₇₀ ２₄.₀（１₀₀.₀） １₇.₀（₇₀.₉） ₇.₀（２₉.１） ₆.₄（２₄.₅） －１.₀（－₃.₈）
１₉₈２ ₀.₄₉₆ ₀.₄１₀ ₀.₃₈２ ２２.₉（１₀₀.₀） １₇.₃（₇₅.₅） ₅.₆（２₄.₅） ₅.₆（２₄.₅） －₀.₈（－₃.₅）
１₉₈₃ ₀.₅₀₈ ₀.₄２₄ ₀.₃₉₈ ２１.₆（１₀₀.₀） １₆.₅（₇₆.₄） ₅.１（２₃.₆） ₅.１（２₃.₆） －₀.₈（－₃.₇）
１₉₈₄ ₀.₅₀₈ ₀.₄２₉ ₀.₄₀₅ ２₀.₃（１₀₀.₀） １₅.₆（₇₆.₈） ₄.₇（２₃.２） ₄.₉（２₄.１） －１.₀（－₄.₉）
１₉₈₅ ₀.₅１₄ ₀.₄₃₅ ₀.₄１１ ２₀.１（１₀₀.₀） １₅.₄（₇₆.₆） ₄.₇（２₃.₄） ₄.₉（２₄.₄） －１.２（－₆.₀）
１₉₈₆ ₀.₅₃₆ ₀.₄₅₆ ₀.₄₃₃ １₉.２（１₀₀.₀） １₄.₉（₇₇.₆） ₄.₃（２２.₄） ₄.₉（２₅.₅） －１.₃（－₃.₆）
１₉₈₇ ₀.₅２２ ₀.₄₃₉ ₀.₄₀₈ ２１.₈（１₀₀.₀） １₅.₉（₇２.₉） ₅.₉（２₇.１） ₅.₆（２₅.₇） －１.₀（－₄.₆）
１₉₈₈ ₀.₅₃₅ ₀.₄₅₄ ₀.₄２₄ ２₀.₇（１₀₀.₀） １₅.１（₇２.₉） ₅.₆（２₇.１） ₅.₆（２₇.１） －１.₃（－₆.₃）
１₉₈₉ ₀.₅２₈ ₀.₄₄₇ ₀.₄１₈ ２₀.₈（１₀₀.₀） １₅.₃（₇₃.₆） ₅.₅（２₆.₄） ₅.₅（２₆.₄） －１.₃（－₆.₃）
１₉₉₀ ₀.₅２₃ ₀.₄₃₈ ₀.₄１１ ２１.₄（１₀₀.₀） １₆.２（₇₅.₇） ₅.２（２₄.₃） ₅.₄（２₅.２） －１.₃（－₆.１）
１₉₉１ ₀.₅２１ ₀.₄₃１ ₀.₄₀２ ２２.₉（１₀₀.₀） １₇.₃（₇₅.₅） ₅.₆（２₄.₅） ₅.₆（２₄.₅） －１.₀（－₄.₃）
１₉₉２ ₀.₅₃１ ₀.₄₃₉ ₀.₄₀₈ ２₃.１（１₀₀.₀） １₇.₃（₇₄.₉） ₅.₈（２₅.１） ₅.₆（２₄.２） －１.₀（－₄.₃）
１₉₉₃ ₀.₅₃１ ₀.₄₃₆ ₀.₄₀１ ２₄.₅（１₀₀.₀） １₇.₉（₇₃.１） ₆.₆（２₆.₉） ₆.₀（２₄.₅） －₀.₈（－₃.₃）
１₉₉₄ ₀.₅₃₄ ₀.₄₃₆ ₀.₃₉₈ ２₅.₅（１₀₀.₀） １₈.₄（₇２.２） ₇.１（２₇.₈） ₆.₄（２₅.１） －₀.₇（－２.₇）
１₉₉₅ ₀.₅₃₅ ₀.₄₄１ ₀.₄₀１ ２₅.１（１₀₀.₀） １₇.₆（₇₀.１） ₇.₅（２₉.₉） ₆.₅（２₅.₉） －₀.₉（－₃.₆）
１₉₉₆ ₀.₅₄₄ ₀.₄₅₃ ₀.₄１２ ２₄.２（１₀₀.₀） １₆.₇（₆₉.₀） ₇.₅（₃１.₀） ₆.₈（２₈.１） －１.１（－₄.₅）
１₉₉₇ ₀.₅₅₀ ₀.₄₆₃ ₀.₄２₄ ２２.₉（１₀₀.₀） １₅.₈（₆₉.₀） ₇.１（₃１.₀） ₆.₇（２₉.₃） －１.２（－₅.２）
１₉₉₈ ₀.₅₅１ ₀.₄₆₉ ₀.₄₃₀ ２２.２（１₀₀.₀） １₅.１（₆₈.₀） ₇.１（₃２.₀） ₆.₉（₃１.₀） －１.₅（－₆.₈）
１₉₉₉ ₀.₅₅₆ ₀.₄₇₈ ₀.₄₃₈ ２１.２（１₀₀.₀） １₄.₀（₆₆.₀） ₇.２（₃₄.₀） ₇.２（₃₄.₀） －１.₄（－₆.₆）
２₀₀₀ ₀.₅₇₀ ₀.₄₉２ ₀.₄₅２ ２₀.₇（１₀₀.₀） １₃.₇（₆₆.２） ₇.₀（₃₃.₈） ₇.₀（₃₃.₈） －１.₄（－₆.₇）
２₀₀１ ₀.₅₅１ ₀.₄₆₃ ₀.₄２₃ ２₃.₃（１₀₀.₀） １₆.₀（₆₈.₇） ₇.₃（₃１.₃） ₇.₃（₃１.₃） －１.２（－₅.２）
２₀₀２ ₀.₅₄₉ ₀.₄₅₅ ₀.₄１₆ ２₄.２（１₀₀.₀） １₇.１（₇₀.₇） ₇.１（２₉.₃） ₆.₉（２₈.₅） －₀.₉（－₃.₇）
２₀₀₃ ₀.₅₅₉ ₀.₄₆₃ ₀.₄２₆ ２₃.₈（１₀₀.₀） １₇.２（₇２.₃） ₆.₆（２₇.₇） ₆.１（２₅.₆） －１.１（－₄.₆）
２₀₀₄ ₀.₅₇２ ₀.₄₇₆ ₀.₄₃₉ ２₃.₃（１₀₀.₀） １₆.₈（₇２.１） ₆.₅（２₇.₉） ₆.１（２₆.１） －１.２（－₅.２）
２₀₀₅ ₀.₅₈₅ ₀.₄₉₀ ₀.₄₅２ ２２.₇（１₀₀.₀） １₆.２（₇１.₄） ₆.₅（２₈.₆） ₆.₀（２₆.₄） －１.₄（－₆.２）
２₀₀₆ ₀.₅₈₆ ₀.₄₉₅ ₀.₄₅₇ ２２.₀（１₀₀.₀） １₅.₅（₇₀.₅） ₆.₅（２₉.₅） ₆.₀（２₇.₃） －１.₅（－₆.₈）
２₀₀₇ ₀.₅₈₇ ₀.₅₀₀ ₀.₄₆₅ ２₀.₈（１₀₀.₀） １₄.₈（₇１.２） ₆.₀（２₈.₈） ₆.１（２₉.₃） －１.₇（－₈.２）
２₀₀₈ ₀.₅₇₉ ₀.₄₈₃ ₀.₄₄₄ ２₃.₀（１₀₀.₀） １₆.₆（₇２.２） ₆.₄（２₇.₈） ₆.₉（₃₀.₀） －１.₃（－₅.₆）
２₀₀₉ ₀.₅₇₉ ₀.₄₆₄ ₀.₄２₇ ２₆.₃（１₀₀.₀） １₉.₉（₇₅.₇） ₆.₄（２₄.₃） ₆.₆（２₅.１） －１.₀（－₃.₈）
２₀１₀ ₀.₅₈₆ ₀.₄₇₄ ₀.₄₃₄ ２₅.₉（１₀₀.₀） １₉.１（₇₃.₇） ₆.₈（２₆.₃） ₆.₇（２₅.₉） －１.２（－₄.₆）
２₀１１ ₀.₅₈₉ ₀.₄₇₅ ₀.₄₃₆ ２₆.₀（１₀₀.₀） １₉.₄（₇₄.₆） ₆.₆（２₅.₄） ₆.₃（２₄.２） －₀.₈（－₃.₀）
２₀１２ ₀.₆１₀ ₀.₄₉₇ ₀.₄₅₈ ２₄.₉（１₀₀.₀） １₈.₅（₇₄.₃） ₆.₄（２₅.₇） ₆.１（２₄.₅） －１.₀（－₄.₀）
２₀１₃ ₀.₅₉₆ ₀.₄₈₅ ₀.₄₄２ ２₅.₈（１₀₀.₀） １₈.₆（₇２.１） ₇.２（２₇.₉） ₆.₇（２₆.₀） －１.２（－₄.₇）
出所）CBO（２₀１₆a），Supplement data より作成．
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の世帯間不平等を連邦税の再分配効果で平等化（平準化）しているので，政府移転（社会保障給付）
と連邦税（累進性）の所得平等化（平準化）機能について検討してみよう．政府移転と連邦税の所
得平等化の程度を表したのが表 ₇ にある平準化係数である．１₉₈１年度から２₀１₃年度の期間におい
て，平準化係数が最も低かったのが１₉₈₆年度の１₉.２％であり，最も高かったのが２₀₀₉年度の２₆.₃％
である．したがって１₉₈１年度から２₀１₃年度の期間において，₇.１％ポイントの幅の中で市場所得の
平等化が図られてきたと言える．しかし，それではアメリカでほぼ一貫して進行している市場所
得の不平等化に歯止めをかけることはできていない．アメリカの市場所得の不平等化に歯止めを
かけるには，労働所得が市場所得の過半を占めていることに鑑みれば，労働市場の在り方を根本
的に問い直すか， ２ つの所得再分配装置である政府移転（社会保障給付）と連邦税制の在り方を根
本的に問い直すことが必要である．
　ここで，市場所得の世帯間不平等を平等化する政府移転と連邦税の平等化効果の相違について
検討しておこう．表 ₇ に示されるように，平準化係数は政府移転と連邦税に分けて見ることがで
きる．平準化係数の概ね ₇ 割前後が「政府移転」で， ₃ 割前後が「連邦税」である．政府移転の
平準化係数が最も低かったのは１₉₈₆年度の１₄.₉％で，最も高かったのが２₀₀₉年度の１₉.₉％である．
したがって，１₉₈１年度から２₀１₃年度の期間において，₅.₀％ポイントの幅の中で，政府移転による
市場所得の平準化が図られたと言える．政府移転による市場所得の平準化が強められたのは，１₉₉₀
年代初めの不況期や２₀₀₈年リーマン・ショック後の不況過程においてであることは，表 ₃ で確認
することができる．
　連邦税の平準化係数が最も低かったのは１₉₈₄年度，１₉₈₅年度の₄.₇％で，最も高かったのが１₉₉₅
年度，１₉₉₆年度の₇.₅％である．したがって１₉₈１年度から２₀１₃年度の期間において，２.₈％ポイント
の幅の中で，連邦税による市場所得の平準化が図られたと言える．連邦税による市場所得の平準
化の程度は，政府移転による平準化の程度より小さい．連邦税による市場所得の平準化と言って
も個人所得税によるものが中心である．２₀₀₈年リーマン・ショック後に幾分個人所得税の平準化
係数を上げる動きも見られるが，他方で逆進的給与税がそれを抑えるような作用も見られる．
　以上見てきたように，アメリカの市場所得の不平等化が長期間に亘って進行してきているが，
それに歯止めをかけて平準化させる政府移転と連邦税の所得再分配機能が弱いため課税後所得の
不平等化が進んできている．ブッシュ政権による２₀₀₃年メディケア処方薬改善・近代化法の成立
やオバマ政権による２₀１₀年医療費負担適正化法の成立等社会保障制度の改善拡大が進められてい
るが，それでもこうした「見える福祉国家」は，西欧福祉国家に比べて依然劣っている．それだ
けでなく，それと補完関係にある租税支出を通しての「隠れた福祉国家」が肥大しているのがア
メリカと西欧福祉国家との大きな違いである．
　表 ₇ に示されるように，アメリカの連邦税制による所得再分配機能があまり強くない．税制の
累進性を高める必要がある．オバマ政権が進めているように，富裕者増税として税率を引き上げ
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ることもその １ つであろう．しかし，税制の累進性を高めるのはそれだけではない．各種の非課
税，所得控除，税額控除も制度の整理次第で累進性を高めうる．各種の非課税，所得控除，税額
控除はまとめて租税支出といい，福祉関連のものが多いので「隠れた福祉国家」をなしている．
一見これらの福祉関連の租税支出は，「隠れた福祉国家」として「見える福祉国家」を補完してい
るように見えるが，必ずしもそうとも言えない．租税支出の便益が低所得層に重点的に及んでい
るのであれば，税制の所得再分配機能を果していることになるが，高所得層を優遇するものに
なっているのであれば，税制の所得再分配機能を弱めることになる．そこで次に租税支出の所得
再分配機能について検討することにしよう．
2 ．所得税主要租税支出の所得再分配機能の検証
　（ １ ） 所得税主要租税支出便益の過半が高所得層へ
　まず租税支出の長期的趨勢を図 １ で見ておこう．図 １ には租税支出の対連邦収入比と対 GDP 比
が示されている．いずれの場合でも，１₉₇₄年から１₉₈₀年代までは租税支出は急激に増加している．
１₉₈₆年にレーガン政権による連邦税制の改革で，連邦所得税のフラット化（１₅％と２₈％）と課税
ベースの拡大等が行われたため，租税支出の対連邦収入比及び対 GDP 比のいずれも大きく下落
し，１₉₇₄年水準にまで戻っている．その後租税支出の対 GNP 比の方は緩やかに増加していくが，
租税支出の対連邦収入比の方は２₀₀１年と２₀₀₃年のブッシュ減税法成立までは比較的フラットなま
まであった．しかし，それ以降は，租税支出の対 GDP 比，対連邦収入比ともに高い水準に上昇し
ている15）．
　図 ２ は租税支出と連邦支出の金額的伸びを比較したものである．メディケア，メディケイド，
社会保障（年金）等福祉エンタイトルメントを含む義務的支出の伸びが一番大きいが，次いで福祉
関連の減免税を多く含む租税支出の金額的伸びも，国防裁量的支出等の伸びの大体 ２ 倍位伸びて
いる16）．
　管理予算局（OMB）の２₀１₅年度の租税支出推計を見ると，合計 １ 兆₃,₃₉₀億ドル超の金額になる
が，そのうち個人所得税支出が １ 兆２,₀₈₀億ドル（₉₀.２％），法人所得税支出が１,₃１₀億ドル（₉.₈％）
となり，個人所得税支出が圧倒的に大きい17）．
　議会予算局は２₀１₃年にこの圧倒的に大きい個人所得税支出の便益の帰着を分析した資料（CBO
（２₀１₃））を公表しているので，主にその資料を使って個人所得税支出の特徴を明らかにする．CBO
は２₀₀以上ある租税支出の中から１₀個の主要租税支出を取り上げている．しかし，１₀個の租税支出
は主要なものなので金額的には₉,₀₀₀億ドル以上となり，２₀１₃年度全租税支出の大体 ₃ 分の ２ にな
１₅）　Marples （２₀１₅）， pp. ₇－₈．
１₆）　Marples （２₀１₅）， p. ₈．
１₇）　OMB （２₀１₄），pp. ２₀₅－２１₉, Table １₄－１ ～Table１₄－₄ ．
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図 2 　租税支出と連邦支出（１₉₇₄－２₀１₈年）
　注）　租税支出合計は推計値．
出所）　Marples（２₀１₅），p. ₈ ．
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図 1 　合計租税支出の対連邦収入比と対 GDP 比（１₉₇₄－２₀１₄年）
　注）　合同租税委員会は２₀₀₇年と２₀１₃年の租税支出推計値を公表していない．
出所）　Marples（２₀１₅），p. ₇．
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る．それは，２₀１₃年度 GDP の₅.₇％になる．何が１₀個の主要租税支出なのかは，表 ₈ の注に書い
てある．
　表 ₈ の「１₀個の主要租税支出の内訳」欄を見れば明らかなように，第 ₅ 分位（高所得層）が租税
支出の₅₀.₆％も配分されている．高所得層の中でもトップ １ ％層が１₆.₆％も配分されている．同表
表 8 　１₀個の主要租税支出の内訳，対課税前所得比， ₄ タイプの対課税前所得比（２₀１₃年度）
単位：％
１₀個の主要租税支出の内訳（％）
　 ₈１－₉₀％層 ₉１－₉₅％層 ₉₆－₉₉％層 トップ １ ％層
第 １ 分位 ₇.₇
第 ２ 分位 １₀.１
第 ₃ 分位 １₃.₃
第 ₄ 分位 １₈.２
第 ₅ 分位 ₅₀.₆ １２.₄ ₈.₆ １₃.₀ １₆.₆
１₀個の主要租税支出の対課税前所得比（％）
所得税 給与税
第 １ 分位 ₉.₅ ２.２
第 ２ 分位 ₅.₈ ２.２
第 ₃ 分位 ₅.₀ ２.₃
第 ₄ 分位 ₅.₀ ２.２
第 ₅ 分位 ₈.₃ １.２
₈１－₉₀％層 ₅.₅ １.₉
₉１－₉₅％層 ₆.₄ １.₄
₉₆－₉₉％層 ₉.₀ ₀.₉
トップ １ ％層 １２.₈ ₀.₃
１₀個の主要租税支出 ₄ タイプの対課税前所得比（％）
第 １ 分位 第 ２ 分位 第 ₃ 分位 第 ₄ 分位 第 ₅ 分位
非課税所得 ₄.２ ₄.₅ ₅.₀ ₅.２ ₄.₇
所得控除 ⁂ ₀.２ ₀.₄ ₀.₈ ２.₅
キャピタル・ゲイン，配当優遇税率 ⁂ ⁂ ₀.１ ₀.２ １.₇
税額控除 ₈.１ ₃.₃ １.₅ ₀.₇ ₀.１
　注）① １₀個の主要租税支出とは，雇主医療拠出金，医療保険料，長期療養保険料の非課税，年金純拠出金・積立金投資収
入の非課税，死亡時移転資産のキャピタル・ゲイン非課税，社会保障給付・鉄道退職給付の非課税，住宅ローン利
子控除，非営利州・地方政府所得税，売上税，不動産税，動産税の控除，慈善寄附金控除，配当及び長期キャピタ
ル・ゲインの優遇税率，勤労所得税額控除，児童税額控除のことである．
　　　② 雇主医療拠出金，医療保険料，長期療養保険料の非課税及び年金純拠出金・積立金投資収入の非課税，といった租
税支出には給与税への影響を含んでいる．勤労所得税額控除や児童税額控除といった租税支出には支出への影響を
含んでいる．
　　　③ 租税支出の推計は，租税支出が実施された時の人々の行動をベースに行われているために，その推計は，税法上の
租税支出規定が廃止され，納税者がそうした変化に対応して自分の活動を調整するならば生じるであろう収入金額
を反映していない．
　　　④＊印はゼロから₀.₀₅％．
出所）CBO（２₀１₃），Supplement data より作成．
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の「１₀個の主要租税支出の対課税前所得比（％）」欄を見ると，所得分位の第 ₅ 分位（高所得層）
と第 １ 分位（低所得層）が課税所得に対する租税支出の比率が中所得層の第 ２ ，第 ₃ ，第 ₄ の各分
位のその比率より高いのが注目される．さらに第 ₅ 分位（高所得層）の中でもトップ １ ％層のその
比率が１２.₈％にもなっている．
　さらに同表の「１₀個の主要租税支出 ₄ タイプの対課税前所得比（％）」欄を見ると，所得層に
よって利用している租税支出のタイプが違うことがわかる．非課税所得は，いずれの所得層でも
比較的多く利用されているが，中でも第 ₃ 分位と第 ₄ 分位の中所得層の利用度が高い．第 ₅ 分位
（高所得層）は，非課税所得の他に，所得控除，キャピタル・ゲイン及び配当優遇税率の利用度も
他の分位と比べれば高い．税額控除の利用は，第 １ 分位（低所得層）での利用度が一番高く，次い
で第 ２ 分位（低中所得層）でも比較的多く利用されている．
　（ ２ ） 個別に見た個人所得租税支出の所得層間分布
　表 ₉ は，「課税前所得分位（五分位法，百分位法）で見た主要租税支出の分布（２₀１₃年度）」であ
る．同表で個別に所得租税支出の特徴を見てみよう18）．
　雇主拠出医療保険非課税は，所得税では単独で最大の租税支出で，CBO の推計では２,₆₀₀億ドル
租税負担を軽減する．表 ₉ によればこの租税支出は，第 ₅ 分位₃₄％，第 ₄ 分位２₆％，第 ₃ 分位
１₉％，第 ２ 分位１₄％，第 １ 分位 ₈ ％の配分となっている．だが，課税後所得に対するこの租税支
出の割合は，第 １ 分位から第 ₄ 分位までは₃.１⊖₃.₅％の範囲内にあって分位間ではかなりフラット
である．第 ₅ 分位（高所得層）は，所得の１.₉％とかなり低い割合しか示しておらず，さらにトッ
プ １ ％層では₀.₅％という低い割合になっている．課税後所得に対するこの租税支出の割合は，第
１ ～第 ₄ 分位の所得層までは₃.１⊖₃.₅％の範囲内でかなりフラットである．第 ₅ 分位（高所得層）の
その割合は１.₉％で，さらにトップ １ ％層ではわずか₀.₅％のみとなる．
　年金純拠出金及び積立金投資収入非課税も大きな租税支出で，２₀１₃年度で １ 兆₃,₇₀₀億ドルにの
ぼる．第 ₅ 分位（高所得層）が租税支出の₆₀％と全体の ₃ 分の ２ を受け取っている．課税後所得に
対するこの租税支出の割合は，第 １ ～第 ₃ 分位の所得層では₀.₄⊖₀.₈％程度であるが，第 ₅ 分位
（高所得層）は２.₀％となっている．
　死亡時移転資産のキャピタル・ゲイン非課税は２₀１₃年度₄₃₀億ドルの租税支出である．これも第
₅ 分位（高所得層）が₆₆％と全体の ₃ 分の ２ を受け取っている．しかもトップ １ ％層がこの租税支
出の２１％を受け取っている．ただ課税後所得に対するこの租税支出の割合は第 ₅ 分位（高所得層）
が₀.₇％，トップ １ ％層が₀.₉％で，いずれもあまり高くない．
　社会保障給付・鉄道退職給付の非課税は，２₀１₃年度₃₃₀億ドルでそれ程規模の大きくない租税支
出である．この租税支出はもっぱら中所得層（第 ２ ～第 ₄ 分位）の納税者に受け取られ，合せれば
１₈）　CBO （２₀１₆a）， pp. １２－２₀．
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中間 ₃ 分位でこの租税支出全体の₈₄％を受け取っている．高所得層（第 ₅ 分位）は，この租税支出
の１₃％しか受け取らず，トップ １ ％層はこの租税支出の １ ％しか受け取っていない．高所得層の
受取割合が低いのは，現行法の下では社会保障給付のほとんどを課税所得に含めることが要求さ
れているからである．低所得層（第 １ 分位）はこの租税支出の恩恵にほとんど浴していない．
　州・地方税控除は，₃ つの項目別控除の中で一番規模が大きく，２₀１₃年度で約₇₇₀億ドルにもなる．
これは低所得世帯よりも高所得世帯の所得に大きな租税便益を与える．課税後所得に対する２₀１₃
表 9 　課税前所得分位（五分位法，百分位法）で見た主要租税支出の分布（２₀１₃年度）
単位：１₀億ドル，％
租税支出項目
金額
（１₀億ドル）
対ＧＤＰ比
（％）
五分位法
全世帯
百分位法
第１分位 第２分位 第₃分位 第₄分位 第₅分位 ₈１－₉₀％層 ₉１－₉₅％層 ₉₆－₉₉％層 トップ１％層
租税支出の割合（％）
非課税所得
　雇主拠出医療保険① ２₄₈ １.₅ ₈ １₄ １₉ ２₆ ₃₄ １₀₀ １₆ ₉ ₈ ２
　年金純拠出金・積立金投資収入② １₃₇ ₀.₉ ２ ₅ ₉ １₈ ₆₆ １₀₀ １₇ １₃ ２２ １₄
　 死亡時移転資産のキャピタル・ゲイン ₄₃ ₀.₃ ⁂ ₃ １₅ １₇ ₆₅ １₀₀ １₀ ₆ ２₈ ２１
　社会保障給付・鉄道退職給付 ₃₃ ₀.２ ₃ １₅ ₃₆ ₃₃ １₃ １₀₀ ₈ ₃ ２ １
　全非課税所得 ₅ １₀ １₆ ２₃ ₄₅ １₀₀ １₅ ₉ １₄ ₇
項目別控除
　州・地方税 ₇₇ ₀.₅ ⁂ １ ₄ １₄ ₈₀ １₀₀ １₇ １₅ １₉ ₃₀
　住宅ロ ンー利子 ₇₀ ₀.₄ ⁂ ２ ₆ １₈ ₇₃ １₀₀ １₉ １₆ ２₃ １₅
　慈善寄附金 ₃₉ ₀.２ ⁂ １ ₄ １１ ₈₄ １₀₀ １₃ １２ ２１ ₃₈
　全項目別控除 ⁂ １ ₄ １₃ ₈１ １₀₀ １₅ １₄ ２２ ₃₀
キャピタル・ゲイン及び配当の優遇税率 １₆１ １.₀ ⁂ ⁂ ２ ₅ ₉₃ １₀₀ ₅ ₅ １₄ ₆₈
税額控除
　勤労所得税額控除 ₆１ ₀.₄ ₅１ ２₉ １２ ₆ ₃ １₀₀ ２ ⁂ ⁂ ⁂
　児童税額控除 ₅₇ ₀.₄ ２２ ２₉ ２₆ １₈ ₄ １₀₀ ₃ １ ⁂ ⁂
　全税額控除 ₃₇ ２₉ １₉ １２ ₃ １₀₀ ₃ １ ⁂ ⁂
全租税支出 ₈ １₀ １₃ １₈ ₅１ １₀₀ １２ ₉ １₃ １₇
課税後所得に対する租税支出の割合（％）
非課税所得
　雇主拠出医療保険 ₃.₅ ₃.２ ₃.１ ₃.１ １.₉ ２.₆ ２.₈ ２.₄ １.₇ ₀.₅
　純年金拠出金及び収入 ₀.₄ ₀.₇ ₀.₈ １.２ ２.₀ １.₄ １.₆ ２.₀ ２.₇ １.₇
　死亡時移転資産のキャピタル・ゲイン ⁂⁂ ₀.１ ₀.₅ ₀.₄ ₀.₇ ₀.₅ ₀.₃ ₀.₃ １.２ ₀.₉
　社会保障給付・鉄道退職給付 ₀.２ ₀.₅ ₀.₈ ₀.₅ ₀.１ ₀.₃ ₀.２ ₀.１ ₀.１ ⁂⁂
　全非課税所得 ₄.２ ₄.₅ ₅.₀ ₅.２ ₄.₇ ₄.₉ ₅.₀ ₄.₈ ₅.₇ ₃.２
項目別控除
　州・地方税 ⁂⁂ ₀.１ ₀.２ ₀.₅ １.₄ ₀.₈ ₀.₉ １.₃ １.₃ ２.２
　住宅ロ ンー利子 ⁂⁂ ₀.１ ₀.₃ ₀.₆ １.１ ₀.₇ ₀.₉ １.２ １.₄ ₀.₉
　慈善寄附金 ⁂⁂ ⁂⁂ ₀.１ ₀.２ ₀.₇ ₀.₄ ₀.₄ ₀.₅ ₀.₇ １.₄
　全所得控除 ⁂⁂ ₀.２ ₀.₄ ₀.₈ ２.₅ １.₄ １.₅ ２.１ ２.₇ ₃.₉
キャピタル・ゲイン及び配当の優遇税率 ⁂⁂ ⁂⁂ ₀.１ ₀.２ １.₇ ₀.₉ ₀.₃ ₀.₅ １.₀ ₅.₃
税額控除
　勤労所得税額控除 ₅.₈ １.₇ ₀.₅ ₀.２ ⁂⁂ ₀.₇ ₀.１ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂
　児童税額控除 ２.₃ １.₅ ₀.₉ ₀.₅ ₀.１ ₀.₆ ₀.１ ⁂⁂ ⁂⁂ ⁂⁂
　全税額控除 ₈.１ ₃.₃ １.₅ ₀.₇ ₀.１ １.₃ ₀.２ ₀.１ ⁂⁂ ⁂⁂
全租税支出 １１.₇ ₇.₉ ₇.₃ ₇.₃ ₉.₄ ₈.₇ ₇.₄ ₇.₈ ₉.₉ １₃.１
　注）雇主拠出医療保険の非課税所得には，雇主の医療保険拠出金，医療保険料，長期療養医療保険料を含む．
　　　①は給与税への影響も含んでいる．
　　　②は支出への影響も含んでいる．
　　　＊印はゼロから₀.₅％の間の数値．＊＊印はゼロから₀.₀₅％の間の数値．
出所）CBO（２₀１₃），Supplement data より作成．
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年度のこの租税支出の割合は第 １ 分位（低所得層）では₀.１％であり，第 ₃ 分位（中所得層）では
１.₄％で，トップ １ ％層では２.２％となっている．
　 ２ 番目に大きい項目別控除は，自宅の住宅ローン利子控除で，２₀１₃年度で₇₀₀億ドルになる．そ
れは，一部は法律で利払費控除ができる最大住宅ローン控除額に制限を設けているためであり，
また一部は住宅ローンが他の項目別控除よりも急激に所得とともに上昇するからである．この租
税支出は他の所得層の世帯より以上に高所得層世帯に便益を与えている．第 ₅ 分位（高所得層）
は，この項目別控除の便益の₇₅％を受け取っている．
　慈善寄附金控除は，２₀１₃年度で₄₀₀億ドルになる項目別控除対象租税支出である．高所得層世帯
は彼らの所得の大きな部分を慈善に寄付し，見返りに大きな補助金（租税支出）を受け取る傾向が
ある．結局この租税支出の便益は高所得層（第 ₅ 分位）に集中し，この所得層が₈₄％の便益を得て
おり，そのうちの₃₈％がトップ １ ％層の便益となっている．トップ １ ％層にとって，この租税支
出の課税後所得に対する割合は₃.₉％にもなっている．
　長期キャピタル・ゲイン及び配当の優遇税率適用による租税支出は，２₀１₃年度で １ 兆₆,１₀₀億円
となり，１₀項目の個別租税支出の中では ２ 番目の大きさである．この租税支出の₉₃％は第 ₅ 分位
（高所得層）が受け取っており，さらにトップ １ ％層がこの租税支出の₆₈％も受け取っている．
トップ １ ％層にとって，この租税支出の課税後所得に対する割合は₅.₃％と，どの租税支出項目よ
りも高い割合になっている．
　勤労所得税額控除と児童税額控除は子供のいる世帯を一般的に対象としており，２₀１₃年度で前
者は₆１₀億ドル，後者が₅₇₀億ドルとなっている．勤労所得税額控除は低所得者向けで，第 １ 分位
（低所得層）がこの租税支出の₅１％，第 ２ 分位（低中所得層）が２₉％を受け取り，両方でこの租税支
出の ₈ 割を占める．児童税額控除は，第 １ ～第 ₄ 分位まで特定の分位にあまり集中せずに利用さ
れている．特に第 １ 分位（低所得層）にとっては，課税後所得に対するこの ２ つの租税支出の割合
が合せて₈.１％にもなっており，第 ２ 分位（低中所得層）でも ２ つの租税支出の割合が₃.₃％になっ
ており，低所得層には大きな，低中所得層にはそれなりの租税救済になっていると言える．
　以上１₀個の租税支出の便益がどの所得層の世帯に帰着しているか詳しく検討したが，概ね次の
ように言えよう．
　第 １ に，年金純拠出金・積立金投資収入非課税，死亡時移転資産のキャピタル・ゲイン非課税，
州・地方税控除，住宅ローン控除，慈善寄附金控除，キャピタル・ゲイン及び配当の優遇税率が，
高所得層（第 ₅ 分位）にその便益の大半が帰着している租税支出である．この ₆ つの租税支出の
２₀１₃年度の合計金額は ₅ 兆２,₇₀₀億ドルになる．１₀個の租税支出の合計金額は ₉ 兆２,₆₀₀億ドルなの
で，１₀個全体の₅₆.₉％が高所得層向けの租税支出ということになる．
　第 ２ に，第 ２ ，第 ₃ ，第 ₄ 分位の ₃ つの分位を中所得層とすると，中所得層に租税支出の大半
が帰着しているのは，年金純拠出金・積立金投資収入非課税と社会保障給付・鉄道退職給付非課税，
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児童税額控除の ₃ つの租税支出で，その合計金額は ₃ 兆₃,₈₀₀億ドルとなる．１₀個の租税支出の合
計額に対するこの ₃ つの租税支出の合計額の割合は，₃₆.₅％となる．１₀個全体の₃₆.₅％が，中所得
層向けの租税支出ということになる．
　第 ₃ に，明らかに低所得層（第 １ 分位）を対象としている租税支出は，勤労所得税額控除だけ
で，２₀１₃年度では₆１₀億ドルの金額である．この金額の１₀個の租税支出の合計金額 ₉ 兆２,₆₀₀億ドル
に対する割合は₆.₆％である．１₀個全体の₆.₆％が，低所得層向けの租税支出ということになる．
　以上の結果，１₀個の租税支出の便益の多くは高所得層に帰着していたということになるが，そ
うなるのは非課税や項目別控除は，限界税率の高い高所得層に有利になるからである．それでも
連邦所得税制が緩い累進性を維持できているのは，税率が累進的であることも与って力あるから
であろう．
　いずれにせよ，租税支出はハワードによって「隠れた福祉国家」と呼ばれて社会保障制度の
「見える福祉国家」の所得再分配効果を補完しているように見えているが，実は「見える福祉国
家」のような所得再分配効果を発揮せず，むしろ連邦所得税制の再分配機能を弱めていると見な
ければならない．連邦所得税の税率の累進性を租税支出は削ぐ役割を果していることになる．そ
ればかりか，租税支出の拡大は連邦政府の税収を大きく減少させ，財政赤字要因にもなっている．
連邦政府の財源を租税支出が食ってしまえば，連邦政府の社会保障費支出の増加に抑制圧力がか
かってしまい，「隠れた福祉国家」が「見える福祉国家」を食ってしまう．そういう意味で，アメ
リカの所得格差拡大に財政面から歯止めをかけるため所得再分配機能を強化せねばならないが，
それには社会保障制度を充実させるだけでなく，そのための財源と所得再分配機能を強化するた
めにも租税支出を改革し，連邦税制を再建しなければならない．
Ⅱ　ブッシュ政権・オバマ政権期の資産格差の拡大，中間層の衰退と遺産税の弱い復活
1 ．資産格差の拡大，中間層の衰退
　表１₀は，１₉₈₃年から２₀１₃年までの「所得階層別の中位世帯純資産の推移」を示している．上欄
の「中位世帯純資産額の推移」を見ると，１₉₈₃年から２₀₀₇年まで，１₉₉₀年代後半の IT バブルや
２₀₀₀年代前半の住宅バブルの影響もあって，中位世帯純資産は ₇ 万₇,₈₉₀ドルから１₃万₇,₉₅₅ドルへ
と₇₇.１％も増加している．ちなみに１₉₈₃⊖２₀₀₇年の世帯平均市場所得の伸びを CBO（２₀１₆a）のデー
タ（２₀１₃年ドル）で見ると，１₉₈₃年の ₆ 万１,１₀₀ドルから ₉ 万２,₃₀₀ドルへと₅１％の伸びとなってい
る．１₉₈₃年から２₀１₃年の間に所得の増加を上回る資産の増加が起こっているのである．しかし中
位世帯純資産額は２₀₀₇⊖２₀₀₉年大不況で大きく下落し， ₈ 万₃,₆₃₇ドルになった．２₀₀₇年から２₀１₀年
のその下落率は，₃₉.２％である．２₀１₃年もなお下落が続き，中位の世帯純資産額は， ₈ 万２,₇₅₆ド
ルまで落ちている．これは，１₉₉２年の水準に近い．
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　次に表１₀の中欄にある「所得階層別の中位世帯純資産額の推移（１₉₈₃⊖２₀１₃年）を見てみよう．
同表から計算すると，１₉₈₃年から２₀₀₇年までに，中位世帯純資産額は低所得層（第 １ 分位）で
₅₈.２％，中所得層（第 ２ ～第 ₄ 分位）で１₇.₉％，高所得層（第 ₅ 分位）で１２₅.₇％の増加となってい
る．高所得層世帯の純資産額の増加が顕著である．では２₀₀₇－２₀₀₉年大不況で各所得層の純資産は
どの程度下落したのか．同様に計算すると，低所得層で₄１.₅％，中所得層で₃₉.１％，高所得層で
１₇.₀％の純資産額の下落となっている．２₀１₃年において，純資産額は，低所得層と中所得層でなお
下落が続いているが，高所得層では増加に転じている．かくして高所得層の純資産額は，１₉₈₃­
２₀₀₇年期に他の所得層以上に増加し，２₀₀₇­２₀₀₉年大不況によって２₀₀₇­２₀１₀年期に下落したもの
の他の低所得層ほど下落せず，２₀１₃年には他の所得層と違って回復軌道に乗っていると言える．他
方低所得層の純資産額は，表１₀の下蘭「所得階層別の中位世帯純資産額の変化率」を見ると，２₀₀₀
年代に入って下落しっぱなしで，特に２₀₀₇­２₀１₀年期は他の所得層以上に下落している．
　以上のようにアメリカの資産格差拡大傾向が２₀₀₇­２₀₀₉年大不況を経て，ある程度経済復興を果
した時点でもなお続いているのであるが，その格差拡大の程度をもう少し正確に把握するために
作成したのが表１１の「世帯純資産の分布（１₉₆２­２₀１₃年）」である．ジニ係数で世帯純資産の格差の
拡大傾向を確認できる．世帯純資産のジニ係数は，１₉₈₃年の₀.₇₉₉から２₀₀₇年には₀.₈₃₄にまで上昇
したが，その後２₀₀₇­２₀₀₉年大不況を経て経済復興をある程度果した２₀１２年には，さらに上昇して
₀.₈₇１になっている．非常に資産格差が拡大している．表 ₇ に戻って市場所得のジニ係数を見ると，
１₉₈₃年₀.₅₀₈で，２₀１₃年₀.₅₉₆であり，課税後所得のジニ係数は，１₉₈₃年が₀.₃₉₈で２₀１₃年が₀.₄₄２で
ある．いずれのジニ係数も上昇していて，所得格差も拡大しているが，純資産の格差と所得の格
表10　所得階層別の中位世帯純資産の推移（１₉₈₃－２₀１₃年）
単位：ドル，％
中位世帯純資産額の推移（２₀１₄年ドル）
年 １₉₈₃ １₉₉２ ２₀₀１ ２₀₀₇ ２₀１₀ ２₀１₃
中位の世帯純資産額 ₇₇,₈₉₀ ₈２,１₉₅ １１₆,₀₃１ １₃₇,₉₅₅ ₈₃,₆₃₇ ₈２,₇₅₆
所得階層別の中位世帯純資産額の推移（２₀１₄年ドル）
低所得層（第 １ 分位） １１,₅₄₄ １₄,₀２₄ １₉,₃₉₇ １₈,２₆₄ １₀,₆₈₈ ₉,₄₆₅
中所得層（第 ２ ～第 ₄ 分位） ₉₅,₈₇₉ ₉₅,₆₅₇ １₃₆,₄₅₅ １₆１,₀₅₀ ₉₈,₀₈₄ ₉₈,₀₅₇
高所得層（第 ₅ 分位） ₃２₃,₄₀２ ₃₄₄,１₆２ ₆₀₀,₀₈₉ ₇２₉,₉₈₀ ₆₀₅,２２₈ ₆₅₀,₀₇₄
所得階層別の中位世帯純資産額の変化率（％）
期　間 １₉₈₃－１₉₉２年 １₉₉２－２₀₀１年 ２₀₀１－２₀₀₇年 ２₀₀₇－２₀１₀年 ２₀１₀－２₀１₃年
低所得層（第 １ 分位） ２１ ₃₈ － ₆ －₄１ －１１
中所得層（第 ２ ～第 ₄ 分位） ₀ ₄₃ １₈ －₃₉ ₀
高所得層（第 ₅ 分位） ₆ ₇₄ ２２ －１₇ ₇
　注 ）純資産は，１世帯保有の資産額と負債額の差額である．世帯は，規模調整済所得をベースに所得階層で区分されている．
純資産は世帯規模で調整されていない．
出所）Pew Research Center（２₀１₅），pp. ₄１­₄₃より作成．
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差を比較すれば，断然純資産の格差の方が大きい．
　純資産保有の格差が，また所得格差を生む．そこで，表１２で「所得階層別保有資産内訳の推移
（１₉₈₃­２₀１₃年）を見てみよう．Pew Research Center （２₀１₅）の説明を参考に，解説しておこう19）．
１₉）　Pew Research Center （２₀１₅）， pp. ₄₅­₄₆．
表11　世帯純資産の分布（１₉₆２­２₀１₃年）
単位：％
年 ジニ係数
トップ
１ %
次の
₄ %
次の
₅ %
次の
１₀%
トップ
２₀%
第 ₄分位
２₀%
第 ₃分位
２₀%
ボトム
₄₀%
全世帯
１₉₆２ ₀.₈₀₃ ₃₃.₄ ２１.２ １２.₄ １₄.₀ ₈１.₀ １₃.₄ ₅.₄ ₀.２ １₀₀.₀
１₉₆₉ ₀.₈１１ ₃₄.₄ ２₀.₃ １₄.₀ １２.₀ ₈₀.₇ １２.₈ ₄.₉ １.₅ １₀₀.₀
１₉₈₃ ₀.₇₉₉ ₃₃.₈ ２２.₃ １２.１ １₃.１ ₈１.₃ １２.₆ ₅.２ ₀.₉ １₀₀.₀
１₉₈₉ ₀.₈₃２ ₃₇.₄ ２１.₆ １１.₆ １₃.₀ ₈₃.₅ １２.₃ ₄.₈ －₀.₇ １₀₀.₀
１₉₉２ ₀.₈２₃ ₃₇.２ ２２.₈ １１.₈ １２.₀ ₈₃.₈ １１.₅ ₄.₄ ₀.₄ １₀₀.₀
１₉₉₅ ₀.₈２₈ ₃₈.₅ ２１.₈ １１.₅ １２.１ ₈₃.₉ １１.₄ ₄.₅ ₀.２ １₀₀.₀
１₉₉₈ ₀.₈２２ ₃₈.１ ２１.₃ １１.₅ １２.₅ ₈₃.₄ １１.₉ ₄.₅ ₀.２ １₀₀.₀
２₀₀１ ₀.₈２₆ ₃₃.₄ ２₅.₈ １２.₃ １２.₉ ₈₄.₄ １１.₃ ₃.₉ ₀.₃ １₀₀.₀
２₀₀₄ ₀.₈２₉ ₃₄.₃ ２₄.₆ １２.₃ １₃.₄ ₈₄.₇ １１.₃ ₃.₈ ₀.２ １₀₀.₀
２₀₀₇ ₀.₈₃₄ ₃₄.₆ ２₇.₃ １１.２ １２.₀ ₈₅.₀ １₀.₉ ₄.₀ ₀.２ １₀₀.₀
２₀１₀ ₀.₈₆₆ ₃₅.１ ２₇.₄ １₃.₈ １２.₃ ₈₈.₆ ₉.₅ ２.₇ －₀.₈ １₀₀.₀
２₀１₃ ₀.₈₇１ ₃₆.₇ ２₈.２ １２.２ １１.₈ ₈₈.₉ ₉.₃ ２.₇ －₀.₉ １₀₀.₀
　注）世帯は，純資産に従ってランク付けされている．
出所）Wolff（２₀１₄），p. ₅₀より作成．
表12　所得階層別保有資産内訳の推移（１₉₈₃­２₀１₃年）
単位：％
年 住宅 株式・債券 事業用資産 取引口座 その他全て
高所得層
（第 ₅ 分位）
１₉₈₃ ２１ ２２ ２₅ ₇ ２₅
２₀₀₇ ２₃ ２２ ２₅ ₅ ２₅
２₀１₃ ２１ ２₆ ２２ ₆ ２₆
中所得層
（第 ２ ～第 ₄ 分位）
１₉₈₃ ₄₈ ₆ １２ １１ ２₄
２₀₀₇ ₄₈ １₇ ₇ ₆ ２２
２₀１₃ ₄₄ ２１ ₆ ₇ ２２
低所得層
（第 １ 分位）
１₉₈₃ ₅₄ ２ １₈ ₇ ２₀
２₀₀₇ ₅１ ₇ １₄ ₅ ２₃
２₀１₃ ₄₈ ₇ １₅ ₇ ２₃
　注）この表は資産を保有しない家族を含めた家族の中位の資産価値の内訳を示している．
　　　株式・債券は，ミューチュアル・ファンドや個人口座等にある間接的な株式・債券保有も含んでいる．
　　　取引口座には，流動資産口座，小切手口座，貯蓄口座，コール口座，預金証書を含んでいる．
　　　「その他全て」には，自動車，第二住宅，動産，生命保険の現金価値を含んでいる．
　　　家族は規模を調整した所得で階層区分されている．
出所）Pew Research Center（２₀１₅），p. ₄₅より作成．
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　１₉₈₃年から２₀１₃年にかけて，各所得層の資産構成には大きな変化は見られない．ただ所得層間
には資産構成に違いが見られる．中所得層，低所得層にとって住宅が最も重要な資産で，中所得
層で₄₀％台，低所得層で₅₀％前後の資産構成比を示している．高所得層では，住宅，株式・債券，
事業用資産がほぼ均等に（２₀％台），重要な資産構成要素となっている．中所得層と低所得層の資
産構成の違いとしては，前者では次第に株式・債券の構成比を高めて重要な資産となっているの
に対し，後者では事業用資産が重要な資産構成要素となっている．中所得層や低所得層で株式・
債券の資産構成比の上昇が見られるのは，₄₀１（K）プランのような確定拠出金が普及したことが
影響している．
　２₀₀₆年に住宅市場の崩壊，２₀₀₇­２₀₀₈年に金融市場の崩壊，２₀₀₇­２₀₀₉年に大不況が起ったが，
その後経済復興する中で株式市場が活況となり，金融資産の価値は大幅に上昇してきたが，住宅
市場の回復は遅く，住宅資産の価値の上昇も株式のような勢いがない．このため，住宅資産に多
くを依存している中所得層，低所得層と高所得層との間で資産格差が拡大しているのである．
　ここで表１₃の「資産階層別に見た世帯総資産の内訳（２₀１₃年）」を見てみよう．この表では，高
資産家層とりわけトップ １ ％層の２₀１₃年の資産構成や中資産家層の１₉₈₃年から２₀１₃年までの資産
構成が示されている．表１２と資産分類の大きな違いは，表１２では「株式・債券」という資産分類
に個人口座等にある間接的な株式・債券保有も含めているが，表１₃では「個人年金口座」として
独立した資産分類にしてある．したがって「中資産家層」は一見株式・債券（金融証券）の保有割
表13　資産階層別に見た世帯純資産の内訳（２₀１₃年）
単位：％
資産階層別に見た世帯純資産の内訳
（２₀１₃年）
中資産分位（第 ２ ～第 ₄ 五分位）の世帯純資産内訳の推移
（１₉₈₃～２₀１₀年）
全世
帯
トップ
１ ％
次の
１₉％
第２ ～第₄  
五分位
１₉₈₃年 １₉₈₉年 １₉₉₈年 ２₀₀１年 ２₀₀₄年 ２₀₀₇年 ２₀１₀年
主たる住居 ２₈.₅ ₈.₇ ２₈.₀ ₆２.₅ ₆１.₆ ₆１.₇ ₅₉.₈ ₅₉.２ ₆₆.１ ₆₅.１ ₆₄.₈
流動資産（銀行預金，
　ＭＭＦ，生命保険の解約
　払戻金，個人信託）
₇.₆ ₆.１ ₈.₄ ₈.１ ２１.₄ １₈.₆ １１.₈ １２.１ ₈.₅ ₇.₈ ₈.₀
個人年金口座 １₆.₅ ₉.２ ２１.₇ １₆.１ １.２ ₃.₈ １２.₃ １２.₇ １２.₀ １２.₉ １₃.₉
法人株式，金融証券，
　ミューチュアルファンド，
　個人信託
１₇.₄ ２₇.₃ １₆.₃ ₃.₄ ₃.１ ₃.₅ ₅.₅ ₆.２ ₄.２ ₃.₆ ₃.１
非法人事業純資産，その他
　不動産
２₈.₅ ₄₆.₉ ２₄.２ ₈.₆ １１.₄ ₉.₄ ₈.₈ ₈.₅ ₇.₉ ₉.₃ ₈.₉
雑多な資産 １.₅ １.₉ １.₄ １.２ １.₃ ２.₉ １.₈ １.２ １.₄ １.₃ １.₃
合計資産 １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀ １₀₀.₀
　注）トップ １ ％：純資産額₇,₇₆₆,₅₀₀ドル以上
　　　次の１₉％：純資産額₄₀１,₀₀₀ドルと₇,₇₆₆,₅₀₀ドルの間
　　　第 ２ 五分位から第 ₄ 五分位：純資産額 ₀ ドルと₄₀１,₀₀₀ドルの間
出所） Wolff（２₀１₄），pp. ₅₄⊖₅₅より作成．
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合が少ないように見えるが，「個人年金口座」の割合と合せれば十数％となり，表１２と平仄は合
う．
　トップ １ ％の高資産家層は，２₀１₃年で住宅資産の割合がわずか₈.₇％しかなく，株式・債券（金
融証券）等の割合が２₇.₃％，さらに非法人事業純資産，その他不動産の割合が₄₆.₉％もあるのが大
変特徴的である．中資産家層の資産構成としては，流動資産の割合が１₉₈₃年には２₀％を超えてい
たのに，次第に下がって２₀１₀年代には ₈ ％程度にまでなってしまっている．代わりに，個人年金
口座の割合が１₉₈₃年には ₃ ％程度であったのに，２₀１₃年には１₆％程度にまで上昇している．これ
はすでに上で証明したように，₄₀１（K）プランのような確定拠出年金が普及したことによる影響
が大きいと考えられる．
　以上ブッシュ政権・オバマ政権期に富裕層と中間層との資産格差が拡大し，中間層の衰退が所
得の面以上に，資産の面で顕著となっていることが確認できた．
2 ．遺産税の弱い復活
　財政サイドから資産格差を均しうる連邦税制としては，遺産税が思い浮かぶ．しかし，現在の
遺産税は期待できるほどのそのような役割をほとんど果していない．２₀１₃年現在遺産の₉₉.₈％は税
負担を負っていない．それでも連邦税制の中では最も累進的な税で，資産再分配効果を全く持た
ないわけではない．２₀１₀年の連邦遺産税廃止に到るまでの遺産税・贈与税については，片桐（２₀１₃）
でその改革実態について詳しく論じている．遺産税は２₀１₀年に廃止された後，２₀１１年からまた復
活する．２₀１１年復活後の遺産税の動きについては，片桐（２₀１₃）を補足する意味で CBPP（２₀１₆）
の資料を参考にしながら説明しておこう20）．
　連邦遺産税は，故人から相続人に移転される財産（現金，不動産，株式，その他資産）にかかる
税である．基礎控除額の水準が高いので，遺産税を支払わねばならないのは大体１₀₀₀の資産のう
ち ２ つ程度である．最も高額な資産だけにかかるので，遺産税は累進的である．
　基礎控除額を超えた遺産価額から慈善寄附金のような控除項目の価額を差し引いた残額にのみ
課せられる．データの使える２₀１₃年において，課税遺産額は平均遺産額の１₆.₆％に過ぎない．
　ただ，遺産税はキャピタル・ゲイン税を補強するものとしても役立つ．遺産税がないと，長い
年月が経過するうちに値上りした未売却資産の価値増加分が，これからずっと課税されないまま
になってしまう．ちなみに，２₀₀₉年のデータであるが，未実現キャピタル・ゲインは₅₀₀万ドル～
１,₀₀₀万ドルの資産では₃２％を占め， １ 億ドル以上の資産では₅₅％も占めている．
　さて，遺産税は，ブッシュ政権期に資産格差が拡大しているにもかかわらず弱体化させられた．
２₀₀１年ブッシュ減税によって基礎控除額が２₀₀１年の₆₇万₅,₀₀₀ドルから２₀₀₉年の₃₅₀万ドルにまで引
２₀）　CBPP （２₀１₆）．
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き上げられ，最高税率は２₀₀１年の₅₅％から２₀₀₉年の₄₅％まで引き下げられた．そして，遺産税は
２₀１₀年に一旦廃止された．ただ，２₀１１年には２₀₀１年のルール（基礎控除１₀₀万ドル，最高税率₅₅％）
で復活する予定であった．ところが議員たちは，代わりにそれをもっと弱めた形で遺産税の恒久
化を図った．つまり， １ 人当たりの基礎控除額₅₀₀万ドル，最高税率₃₅％で再出発した．その後
２₀１２年アメリカ納税者救済法が成立し，この法律で基礎控除額は毎年２₀１１年の基礎控除額に物価
調整を施すこととし，最高税率は₄₀％として，遺産税の恒久化が図られた．２₀１₆年現在，遺産税
の最高税率は₄₀％のままであるが，基礎控除額は物価調整を受けて₅₄₅万ドルになっている．ただ
オバマ政権は資産課税を強化しようとしており，２₀１₆年度予算及び２₀１₇年予算教書は，基礎控除
額を２₀₀₉年水準の₃₅₀万ドルまで引き下げ，最高税率を₄₅％に引き上げることを提案している．
おわりに──オバマ政権の中間層経済学
　ⅠとⅡで実証したように，レーガン政権以来今日のオバマ政権まで所得と資産のいずれにおい
ても，社会保障制度や累進税制があるにもかかわらずそれらの階層間格差は一貫して拡大してき
た．特に２₀₀₀年代に入ってからの２₀₀１年と２₀₀₃年の富裕層優遇のブッシュ減税がオバマ政権 １ 期
目末近くまで延期されたこともあって，その間に所得格差，資産格差は拡大した．こうした所得
と資産の拡大は，裏返して言えば，中間層の衰退と表現できる．
　オバマは第 １ 期の大統領候補の時から中間層の復活を政策課題にブッシュ減税の廃止等を訴え
ていたが，大統領に就任した２₀₀₉年初めにはアメリカは未曾有の大不況に直面しており，大不況
からの復興が政権の最大の課題となり，景気対策を優先して２₀１２年末までブッシュ減税の続行を
容認せざるをえなかった．
　オバマ政権第 １ 期目は経済復興にかかりきりで， ₄ 年がかりでアメリカ経済は勢いを取り戻し，
雇用も拡大したが，中間層の生活水準がなかなか改善せず，そのためオバマの人気も上らず，か
ろうじて大統領の再選を果した．このため，２₀１₃年初めには「２₀１２年アメリカ納税者救済法」を
成立させ，ブッシュ政権の富裕者優遇減税を廃止して増税にかじを切った．アメリカの経済が復
興しても，富裕層と中間層・貧困層との所得格差・資産格差は開くばかりなので，オバマ政権は
第 ２ 期目にこの問題に本腰を入れざるをえなくなった．そこで２₀１₅年の一般教書で打ち出したの
が中間層経済学である．
　衰退する中間層を復活させようとすれば，社会保障制度と累進税制を抜本的に改革して所得及
び資産の再分配機能を格段に強化することはもちろん考えられる．しかし，その機能強化は認め
つつもそれには財政問題や政治問題があって一挙にできることでもなく，オバマ政権は所得・資
産の格差の根元にある市場所得格差とりわけ労働所得格差に焦点を当てた改革方針を打ち出した．
それが中間層経済学である．
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　オバマ政権は，２₀１₅年一般教書で初めて中間層経済学という方針を打ち出し，富裕者層，大企
業を優遇する共和党のトリクルダウン経済学に対抗することを表明した．オバマ政権の打ち出し
た中間層経済学の内容は，『２₀１₅年一般教書』及び『２₀１₅年大統領経済報告』の中で明らかにされ
ている．さらに，中間層経済学の内容をコンパクトに書いたホワイトハウス文書「２１世紀の中間
層経済学─勤労者世帯の前進の支援」という文書も公表されている．
　では，オバマ政権の中間層経済学の中身は何か． ₃ つの方針が提起されており，要点がよく整
理されているホワイトハウス文書「２１世紀の中間層経済学」を参考に， ₃ つの方針を紹介する21）．
　第 １ に，勤労者世帯が一生懸命働いて報われるよう支援する．医療費，子供の養育費，住宅費，
退職後安心して暮せる費用が賄えるほどに給料がもっと上がるよう支援する．
　〈このための具体的提案〉
① 信託基金の抜け穴を塞ぎ，その積立金を中間層世帯が前進するのを支援するような諸政策に責
任を持って充てるようにする．
② 勤労者世帯向けに新たな第 ２ の勤労者税額控除制度を創設する一方，子供の養育施設の利用が
もっとしやすくかつ手頃な費用でできるように児童 １ 人当たり₃,₀₀₀ドルの税額控除を与える．
③ すべてのアメリカ人が自分の保養や家族の世話のために時間が取れるよう，有給休暇制度を採
用し，有給病気休暇を保障するために州と連携して取り組む．
④ 最も厳しい状態にあるアメリカの勤労者の賃金が上がるように，最低賃金を引き上げる．
⑤ 適格住宅ローン保険料を切り下げて，中間層世帯が住宅をもっと手頃な値段で手に入れられる
ようにする．
　第 ２ に，すべての働くアメリカ人が高い賃金を稼ぐのに必要な教育や職業訓練を受けられるよ
うにする．
〈このための具体的提案〉
① 信頼のおける学生に ２ 年間コミュニティカレッジの授業料を無料にする．こうすることで，ア
メリカ人は誰でも少なくとも ２ 年以上高等教育が受けられるようになる．
② 学生ローンの債務負担を減らし，カレッジ通学の中間層減税を拡大することによって，勤労学
生が教育からはじき出されることがなくなる．
③ 企業と連携して職業訓練を受けたり技能見習いをしたりする機会を多く作るようにすれば，勤
労者は良い職業や高い給料の職業に就くのに必要な技能を身につけることができ，また職業訓
練を受けながら賃金を稼ぐこともできるようになる．
④ 働くアメリカ人が，雇主が良い給料を払える職を抱えている，急成長し高給が支払われる分野
に転職できる機会を拡大する．
21）　The White House （２₀１₅）．　
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　第 ₃ に，中間層経済学は，アメリカを企業が技術革新を起こし，成長し，高い給料の職を創り
出す場所にすることに断固としてこだわる．
　〈このための具体的提案〉
① わが国のこわれた法人税法を整備し直し，崩れた道路や橋を修理し，インフラストラクチャー
を最新化する．そうすれば，企業はわが国で良い雇用を生み出すことができる．
② 新しい貿易協定に署名することによって，アメリカ人の雇用と労働者を増進させる．そうすれ
ば，中国ではなくアメリカが公正な賃金，安全な職場，通商のクリーンな環境税制を整えるこ
とができる．
③ 適切な患者に適切な治療を施す医療革新を活性化させる．
④ アメリカの製造業部門が将来に亘って世界をリードするのを保証するために，先進的製造業へ
の投資を継続しながら，クリーン・エネルギー技術でアメリカがリーダーシップを発揮するよ
う促す．
⑤ アメリカの労働力を強化するような包括的移民改革法を議会で成立させる．
⑥ 企業家や中小事業者が事業を発展させ，雇用を創出するのに必要な手段が取れるように保証す
る．
　ところで，『２₀１₅年経済諮問委員会報告』は，第 １ 章で中間層経済学には，労働生産性，所得分
配，労働参加の三要素が不可欠だとし，その三要素の作用の仕方によって戦後を次のように ₃ つ
の時期に区分した．労働生産性，労働参加，所得分配が揃って動いた１₉₄₈年から１₉₇₃年までの協
同成長の時代，女性が急速に労働力に参入したが，労働生産性は鈍化し所得分配は悪化した，１₉₇₃
年から１₉₉₅年までの労働参加拡大の時代，少なくとも金融危機までは生産性は改善されたが，労
働参加は減少し所得分配の悪化が継続した，１₉₉₅年から２₀１₃年までの労働生産性回復の時代に時
期区分した．
　今日中間層経済学が目指すところは，１₉₄₈年から１₉₇₃年の時期のように，三要素が揃って良好
な状態になることである．したがって，上記の中間層経済学の今後の ₃ つの方針に示された具体
的な提案は，労働生産性を上昇させ，所得不平等を平等化させ，労働参加率を上昇させるという
目標に収斂させたものでなければならないことになる．
　オバマ政権は，中間層経済学の ₃ つの方針を実施するべく，それを体現した予算要求を２₀１₆年
度予算教書と２₀１₇年度予算教書に盛り込んだ．ただオバマ政権が予算要求に盛り込んでも，予算
を決めるのは上・下両院であり，両議会ともトリクルダウン経済学を政策の支柱としてきた共和
党が多数派を形成しており，どこまでオバマ大統領の予算教書の提案が実際議決される予算に反
映されたのかは，精査してみないと分からない．また，それが分かったとしても， ₃ つの方針が
一定の結果となって現れ，それが実際の政府統計の数値に反映されるようになるまでに相当の時
間がかかることである．しかも，オバマ大統領の任期は２₀１₇年初めには切れてしまう．したがっ
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て，オバマ政権の目指す中間層経済学の実際を検証するのは困難である．
　後任の大統領にヒラリー・クリントンがなった場合には，彼女自身も中間層の復活を訴えてき
たところから，オバマ政権の中間層経済学の方針を引き継ぐものと思われたが，オバマ政権の経
済政策に反対する共和党トランプ候補が大統領に当選した．したがって，トランプ政権がオバマ
政権の中間層経済学の方針を引き継ぐことはない．しかし，長年アメリカ政界に強い影響を与え
てきたトリクルダウン経済学に対抗して，オバマ政権から中間層経済学がまとまった形で提起さ
れたことの意義は大変大きいと考える．経済のグローバル化が進む中で，先進国共通に中間層の
経済的衰退が目立っており，果してトランプ政権の経済政策が中間層復活の処方箋を描くことが
できるのか，注視していきたい．
〈付記〉　 本論文は，２₀１₄年度中央大学特定課題研究費による研究の成果である．記して謝意を表する．
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